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令和5年度全国健康保険協会健康保険勘定予算(案)

1.令和5年度業務経費及び一般管理費予算の総額

予算総額

業務経費雜 2,234億円内訳

一般管理費濯 585億円

2.業務経費及び一般管理費予算の主な増減要因(対前年度予算比)
※【】は予算額

()は前年度予算額【業務経費】

●特定健診実施率・事業者健診データ取得率等の向上(+284.1億円)

【1,705.2億円(1,421.1億円)】

一般健診等の補助額の引き上げに伴う増絲勺220億円)及び目標実施率の引き上げ(令和4年度:61.2%令和5年度:63.9qo)伝
よる受診者数の増。

●特定保健指導の実施率及び質の向上(+45.1億円)

【197.3億円(152.2億円)】

目標実施率の引上け'(令和4年度:29.0%令和5年度:35.0ツ0)による対象者数の増。

●現金給付の適正化の推進、サービス水準の向上(+23.8億円)

【95.2億円(71.5億円)】

令和5年1月にサーピスインを迎える次期業務システムによる支給決定業務の自動審査化等に伴う、届書のデータイヒに係る業務委託経費の増。

【一般管理費】

●協会システムの安定運用等(▲323.9億円)

B16.9億円(640.8億円)】

令和5年1月にサービスインを迎える次期業務システムの構築完了に伴うシステム経費の減。

2 820億円 (対前年度予算比+50億円)

(対前年度予算比+362億円)

(対前年度予算比▲311億円)

(業務経費及び一般管理費の内訳)の概要

※1 健診費用、保険証作成や届書データ化の委託費用等

※2 人件費やシステム経費等
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令和5年度事業計画の位置づけ

》令和3年度からスタートした保険者機能強化アクションプラン(第5期)では、3年間で達成すべき主な取組に加え、達
成状況を評価するためのKP1を定めている。

》本事業計画は、保険者機能強化アクションプラン(第5期)の目標を達成できるよう、令和5年度に実施すべき取組と
進捗状況を評価するためのKP1を定めるものである。

令和5年度全国健康保険協会事業計画(案)・予算(案)の概要

(1)基盤的保険者機能

【主な重点施策】

.健全な財政運営
・中長期的な視点から健全な財政運営に努める

・第4期都道府県医療費適正化計画策定段階からの積極的関与及び意見発信

.現金給付の適正化の推進、サービス水準の向上【95.2億円(71.5イ意円)】
・支給決定業務の自動審査化等による現金給付の適正化及びサービス水準の更なる向上
・傷病手当金と障害年金等との併給調整の確実な実施及び制度整備等{こ関する国への意見発信
・柔道整復施術療養費等における文書照会の強化

.返納金債権の発生防止のための保険証回収強化及び債権回収業務の推進 B,5億円(4.3億円)】
・保険証未返納者への文書や電話催告等の強化
・返納金債権の早期回収の強化

.保険者間調整及び法的手続きの実施による返納金債権の回収率の向上

●業務改革の推進【0.9億円(0.4億円)】
・業務の標準化・効率化・簡素化の推進
.職員の意識改革及び柔軟かっ最適な事務処理体制の定着化と実践の徹底による生産性の向上
・電話及び窓口相談体制の標準化並びに相談業務の品質の向上

※【】は予算額
()は前年度予算額



(2)戦略的保険者機能

【主な重点施策】

●特定健診実施率・事業者健診データ取得率等の向上 n,705.2億円(1,421.1億円)】
・健診等自己負担軽減を契機とした関係団体との連携による受診勧奨等の実施

・健診・保健指導カルテ等を活用(重点的かつ優先的な事業所の選定などした効果的・効率的な受診勧奨の実施

・事業者健診結果データの取得に係る新たな提供・運用スキームの浸透に向けた国等への意見発信の実施

●特定保健指導の実施率及び質の向上 n97,3億円(152.2億円)】
・外部委託による健診当日の初回面談の推進及び外部委託の一層の推進

・健診当日や健診結果提供時における効果的な利用案内(未治療者への受診勧奨含む)にっいてのパイロット事業等
を活用した検討

・特定保健指導の質の向上のためのアウトカム指標を踏まえた運用方法の検討

・保健事業の企画立案能力の育成に力点を置いた保健師キャリア育成研修の実施

・専門職たる保健師の採用強化

●重症化予防対策の推進【6.2億円(4,4億円)】

・血圧・血糖に加えLDLコレステロール値に着目した受診勧奨の着実な実施

・特定健診を受診した被扶養者等や事業者健診結果データを取得した者への受診勧奨拡大{こ向けた準備

●コラボヘルスの推進【5.5億円(5,3億円)】
・健康宣言のプロセス及びコンテンツの標準化を基本としたコラボヘルスの推進

・パイロット事業の活用を含めたデータ分析に基づく地域の特性に応じたボビユレーションアプローチの実施
・事業所や産業保健総合支援センター等と連携したメンタルヘルス予防対策の推進

●広報活動や健康保険委員を通じた加入者等の理解促進【9.4億円(フ.6億円)】沸
・広報基本方針の策定及び当該方針を踏まえた令和6年度広報計画の策定

・マイナンバーカードの保険証利用の推進及び電子処方篝に係る周知・広報への協力

・健診の補助率引上け等の更なる保健事業の充実に関する加入者・事業主に向けた継続的な広報の実施
・全支部共通の広報資材の積極的活用及び支部アンケート結果を踏まえた広報資材の改善等の実施

※3 -部前掲の「特定健診実施率・事業者健診データ取得率等の向上」「特定保健指導の実施率及び質の向上」に係る費用を含む。



●ジエネリツク医薬品の使用促進【16.2億円(16,2億円)】
・加入者に対するジエネリック医薬品軽減額通知

・「医療機関・薬局向け見える化ツール」等を活用した医療機関・薬局に対する訪問等による働きかけ

・ジエネリック医薬品使用割合80%未満の支部と本部の連携による使用促進

●1也^医^^きかιナや医療保険佑1度に係る意見発信【0.1百万円(0.1百万円)】
・地域医療構想調整会議や医療審議会等におけるデータ等を活用した効果的な意見発信
・令和6年度診療報酬・介護報酬同時改定に向けた医療保険部会や中央社会保険医療協議会等における積極的

な意見発信

●調査研究の推進【1.5億円(1.4億円)】

・保険者協議会、地方自治体、国民健康保険団体連合会等と連携した医療費や健診結果の地域差の要因分析の実施
・医療費適正化等の施策を検討するための外部有識者を活用した調査研究等の実施
・調査研究や分析成果を活用した取組の推進及び発信(調査研究フォーラムの開催等)

4



(3)組織・運営体制の強化 i

【主な重点施策】

●本部機能及び本部支部間の連携の強化【50.2億円(48.1億円)】M
・戦略的保険者機能の更なる充実・強化に向けた本部・支部の連携強化の方策の着実な実施

・都道府県単位保険料率力惰い水準で推移している北海道・徳島・佐賀支部を対象とした保険料率上昇の

抑制が期待できる事業のPDCAサイクルに沿った検討(他支部への今後の横展開も視里予)

●人事制度の適正な運用、新たな人員配置のあり方の検討【1.0億円(0円)】

・管理職を対象とした階層別研修等を通じた管理職のマネジメント能力の向上

・保険者機能の更な窃剣ヒ・発揮等を踏まえた新たな人員配置のあり方の検討

●OJTを中心とした人材育成【0.9億円(0.9億円)】

・階層別研修として、新たに採用2年目の職員を対象に業務意欲の向上と実践力の強化を目的とした研修の実施
・専門的な知識やスキルを習得するため、保健師キャリア育成課程研修や第3期データヘルス計画の策定等に関する
業務別研修の実施

・全職員を対象とした研修を効果的かっ効率的に実施するためのe・ラーニングの活用の検討

●協会システムの安定運用等B16.9億円(640,8億円)】

・令和5年1月にサービスインを迎える次期業務システムの稼働を含めた、協会システムの安定運用の実現
・法律改正、制度改正及び外部機関からの要請等に対する適切なシステム対応の実施
・次期業務システム稼働後の更なる効率化や、国からの要請等を踏まえたシステム検討等の着手

※4 -部前掲の「調査研究の推進」に係る費用を含む。



(1)基盤的保険者機能関係

適用・徴収業務、給付業務等の基盤的業務を適正かっ迅

速に行うとともに、サービス水準を向上させ、さらに業務の標準

化、効率化、簡素化の取組を進める。また、健全な財政運

営に努める。

令和5年度(本部案)

①健全な財政運営

・中長期的な視点による健全な財政運営に資するため、運

営委員会や支部評議会において丁寧な説明をした上で、保
険料率伝関する議論を行う。

・今後、更に厳しさが増すことが予想される協会の保険財政

にっいて、加入者や事業主にご理解いただくため、協会決算

や今後の見通しに関する盾報発信を行う。

医療費適正化等の努力を行うとともに、各審議会等の協

議の場において、安定した財政運営の観点から積極的に意

見発信を行う。特に、令和5年度は、第4期医療費適正
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化計画等の都道府県における策定作業が行われることから、

令和5年度山梨支部事業計画(原案)

当該作業伝積極的に参画するとともに意見発信を行う。

1.基盤的保険者機能関係

適用・徴収業務、給付業務等の基盤的業務を適正か

つ迅速に行うとともに、サービス水準を向上させ、さらに業務

の標準化、効率化、簡素化の取組を進める。また、健全

な支部財政運営に努める。

【重要度:高】

協会けんぽは約4,000万人の加入者、約250万事業所の事業主

からなる日本最大の医療保険者であり、また、被用者保険の勗後の受

け皿として、健康保険を安定的に運営するとし臼公的な使命を担ってい

る。そのため、安定的かっ健全な財政運営を行ってぃくことは、重要度か

局し、。

令和5年度(支部)

(1)健全な支部財政運営
・中長期的な視点による健全な財政運営に資するため、

支部評議会において丁寧な説明をした上で、保険料率

に関する議論を行う。

・協会の保険財政にっいて、加入者や事業主化ご理解い

ただくため、協会決算や今後の見通しに関する盾蝦発

信を行う。

・保険者協議会等の協議の場において、第4期医療費

適正化計画等の県の策定作業等に関して、安定した

財政運営の観点から積極的化意見発信を行う。

【困難度:高】

協会けんぽの財政は、近年安定しているものの、医療費の伸びが賃

金の伸びを上回るとし日財政の赤字構造は解消されておらず、加えて高

齡化の進展1こより、高齢者の医療費が今後も増大し、後期高齢者支

援金の大幅な増加が見込まれること等により、今後も楽観を許さない状

1.基盤的保険者機能関係

適用・微収業務、給付業務等の基盤的業務を適正か

つ迅速に行うとともに、サービス水準を向上させ、さらに業務

の標準化、効率化、簡素化の取組を進める。また、健全

な支部財政運営に努める。

令和5年1月16日支部評議会資料

【重要度:高】

協会けんぽは約4,000万人の加入者、約250万事業所の事業主

からなる日本晨大の医療保険者であり、また、被用者保険の勗後の受

け皿として、健康保険を安定的に運営するとし6公的な使命を担ってい

る。そのため、安定的かっ健全な財政運営を行コていくことは、重要度が

局し、。

令和4年度(支音の

a)健全な支部財政運営
・中長期的な視点による健全な財政運営に資するため、

支部評議会において丁寧な説明をした上で、保険料率

に関する議論を行う。

・協会の保険財政について、加入者や事業主にご理解い

ただくため、協会決算や今後の見通しに関する清報発

信を行う。

・保険者協議会等の協議の場において、安定した財政運

営の観点から積極的に意見発信を行う。

【困難度:高】

協会けんぽの財政は、近年安定しているものの、医療費の伸びが賃

金の伸びを上回るとし6財政の赤字構造は解消されておらず、加えて高

齢化の進展により、高齢者の医療費が今後も増大し、後期高齢者支

援金の大幅な増加が見込まれること等により、今後も楽観を許さない状

【重要度:高】

協会けんぽは約 4,000 万人の加入者、約 240 万事業所の事業

主からなる日本晟大の医療保険者であり、また、被用者保険の晶後の

受け皿として、健康保険を安定的忙運営するとし臼公的な使命を担って

いる。そのため、安定的かっ健全な財政運営を行ってぃくことは、重要度

力漕い。

【困難度:高】

協会けんぽの財政は、医療費の伸びが賃金の伸びを上回るとし日財

政の赤字構造にあることや、高齢化の進展により、高齢者の医療費が

今後も増大し、後期高齢者支援金の大幅な増加が見込まれること等

により、今後も楽観を許さな囲犬況である。



況である。そのため、より一層、医療費適正化に取り組み、健全な財政

運宮を確保することが課題である。その上で、運営委員会等で十分な

裁論を重ね、加入者や事業主の理解や協力を得て平均保険料率等

を決定していくことが、安定的かっ健全な財政運営を将来に渡り継続し

ていくため伝極めて重要であり、困難度力漕い。

令和5年度(本部案)

②サービス水準の向上

・現金給付の申請受付から支給までの標準期間(サービス

スタンダード:10日問)を遵守する。

・加入者・事業主の利イ更性の向上や負担軽減の観点か

ら、郵送にょる申請を促進する。併せて、加入者からの相談・

照会に的確に対応できるよう、相談体制(受電体制及び窓

口体制)の標準化を促進し、お客様満足度の向上を図る。

・お客様満足度調査、お客様の声に基づく加入者・事業主

の意見や苦情等から協会の課題を見いだし、迅速に対応す

る。

況である。そのため、より一層、医療費適正化に取り組み、健全な財政

運営を確保することが課題である。その上で、運営委員会等で十分な

議論を重ね、加入者や事業主の理解や協力を得て平均保険料率等

を決定していくことが、安定的かっ健全な財政運営を将来に渡翊騰売し

ていくために極めて重要であり、困難度か局い。

【困難度:高】

令和5年度(支部)

現金給付の審査・支払いを適正かつ迅速に行うことは保険者の責務

であり、特に傷病手当金及ぴ出産手当金にっいては、生活保障の性

(2)サービス水準の向上
・現金給付の申請受付から支給までの標準期問(サービ

ススタンダード:10日間)を遵守する。

・加入者・事業主の利便性の向上や負担軽減の観点か

ら、郵送による申請を促進する。電話対応時や研修会等

において、申請書等の郵送での提出を案内するとともに、

関係機関伝働きかけ、郵送化率の向上を目指す。併せ

て、加入者からの相談・照会に的確に対応できるよう、相

談体制(受電体制及び窓口体制)の標準化を促進し、

お客様満足度の向上を図る。

・お客様満足度調食、お客様の声化基づ効1入者・事業

主の意見や苦清等から支部の課題を見いだし、支部に設

置した「CS向上検討委員会」を活用してサービス水準の

向上に努める。

格を有する給付であることから、サーピススタンダードの 100%達成に努

めている。なお、傷病手当金な庫見金給付の申請件数が年々増加して

いる一方、一定の職員数でサービススタンダードを遵守しτいくには、事

務処理体制の整備や事務処理方法の見直し、改善等を常時履行す

る必要がある。また、申請件数が、一時的に急増した場合等において

は、支部内の事務処理体制を、繋急的に見直し対応する必要があり、

KP1の 100%を達成することは、困難度力儁い。

このような状況を踏まえた上で、運営委員会等で十分な議論を重

ね、加入者や事業主の1弼羣や協力を得て平均保険料率等を決定して

いにとが、安定的かっ健全な財政運営を将来に渡り継続しτいくため

に極めて重要であり、困難度が高い。

【困難度:高】

令和4年度(支部)

現金給付の審査・支払いを適正かっ迅速{こ行うことは保険者の責務

であり、特に傷病手当金及び出産手当金にっいては、生活保障の性格

(2)サービス水準の向上
・現金給付の申請受付から支給までの標準期間(サービ

ススタンダード:10日間)を遵守する。

・電話対応時や研修会等化おいて、申請書等の郵送での

提出を案内するとともに、関係機関に働きかけ、郵送化率

の向上を目指す。

を有する給付であることから、サービススタンダードの 100%達成に努めて

いる。なお、傷病手当金など現余給付の申請件数が年々増加している

一方、一定の職員数でサービススタンダードを遵守していく忙は、事務処

理体制の整備や事務処理方法の見直し、改善等を常時履行する必要

がある。また、申請件数が、一時的に急増した場合等においては、支部

内の事務処理体制を、繋急的に見直し対応する必要が詞り、KP1 の

100%を達成することは、困難度力信い。

・お客様満足度調査、お客様の声に基づく加入者・事業

主の意見や苦情等から支部の課題を見いだし、支部に設

置した「CS向上検討委員会」を活用してサービスフ上準の

向上紀努める。

7



:①サービススタンダードの達成状況を100%とする■ KPI

②現金給付等の申請に係る郵送化率を96%

以上とする

③限度額適用認定証の利用促進

オンライン資格確認の進捗状況も踏まえっつ、引き続き事

業主や健康保険委員へのチラシやり一フレットによる広報並ぴ

は地域の医療機関及び市町村窓口に申請書を配置するな

どにより利用促進を図る。

・医療機関の窓口で自己負担額を確認できる制度にっい

て、積極的に周知を図る。

令和5年度(本部案)

④現金給付の適正化の推進

標準化した業務プロセスを徹底し、審査業務の正確性と

迅速性を高める。

・傷病手当金と障害年金等との併給調整にっいて適正化

履行し、現金給付の適正化を推進するととも忙、国に対して

制度整備などの意見発信を行う。

・不正の疑いのある事案にっいては、重点的な審査(事業

主への立入検査を含む。)を行うとともに、保険給付適正化

8

■KPI:①サービススタンダードの達成状況を 100%とする

②現金給付等の申請に係る郵送化率を 96.0%

以上とする

PT (支部内1こ設置)において事案の内容を精査し、厳正

に対応する。

(3)限度額適用認定証の利用促進
・オンライン資格確認の進捗状況も踏まえっつ、引き続き

事業主や健康保険委員へのチラシやり一フレットによる

広報並びに地域の医療機関及び市町村窓口に申請

書を配置するなどにより利用促進を図る。

・医療機関の窓口で自己負担額を確認できる制度にっい

て、積極的に周知を図る。

令和5年度(支音の

・柔道整復施術療養費及びあんまマッサージ指圧・はりきゅ

う施術療養費にっいて、多部位かっ頻回、長期かっ頻回の

申請又は負傷部位を意図的に変更する(いわゆる陪β位こ

ろがしD 過剰受診の適正化を図るため、加入者への文書

照会等を強化する。

厚生局へ情幸尉是供を行った不正疑い事案{こっいては、逐

次対応状況を確認し適正化を図る。

(4)現金給付の適正化の推進
・標準化した業務九セスを徹底し、審査業務の正確陛と

迅速性を高める。

・傷病手当金都章害年金等との併給調整にっいて適正に

履行し、現金給付の適正化を推進する。

■ KPI:柔道整復施術療養費の申請に占める、施術箇

所3音剛立以上、かつ月15日以上の施術の申請の割合化っ

・不正の疑いのある事案にっいては、重点的な審査を行う

とともに、保険給付適正化PTを効果的に活用し、事

業主への立入検査を積極的に行う。

■KRI:①サービススタンダードの達成状況を 100%とする

②現金給付等の申請に係る郵送化率を 95.5%

以上とする

・不正の疑いのある事案にっいては、重点的な審査(事

業主への立入検査を含む。)を行うとともに、保険給付

適正化PT (支部内に設置)において事案の内容を

精査し、厳正に対応する。

・柔道整復施術療養費及びあんまマッサージ指圧・はり

きゅう施術療養費について、多部位かつ頻回、長期か

つ頻回の申請又は負傷部位を意図的に変更する(い

わゆる陪β位ころがし」)過剰受診の適正化を図るた

め、加入者への文書照会等を強化する。

・厚生局へ情報提供を行った不正疑い事案にっいては、

逐次対応状況を確認し適正化を図る。

(3)限度額適用認定証の利用促進
・オンライン資格確認の進捗状況も踏まえっつ、引き続き事

業主や健康保険委員へのチラシやり一フレッNこよる広報

並びに地域の医療機関及び市町村窓口化申請書を配置

するなどにより利用促進を図る。

・医療機関の窓口で自己負担額を確認できる制度にっい

て、積極的に周知を図る。

令和4年度(支部)

(4)現金給付の適正化の推進
・標準化した業務プロセスを徹底し、審査業務の正確性と

迅速性を高める。

・傷病手当金と障害年金等との併給調整にっいて、適正

に履行し、現金給付の適正化を推進する。

■ KPI:柔道整復施術療養費の申請に占める、施術

箇所3部位以上、かっ月15日以上の施術の申請の割



いて対前年度以下とする

⑤効果的なレセプト内容点検の推進

・レセプト点検の効果向上に向けた行動計画に基づき、効

果的なレセプト点検を推進するとともに、内容点検の質的向

上を図り、査定率及び再審査レセプト1件当たり査定額の

向上に取り組む。

・社会保険診療報酬支払基金の「支払基金業務効率化・

高度化計画」に基づく支払基金改革住CTを活用した審査

令和5年度(本部案)

事務の効率化・高度化、審査結果の不合理な差異の解消

等)の進捗状況を踏まえ、協会における審査の効率化・高

度化に取り組むとともに、今後のレセプト点検体制のあり方に

ついて検討する。

・社会保険診療報酬支払基金の審査支払新システム紀よ

り、ヨンピユータチ1ツクで完Tするレセプトと目視等による審査

が必要なレセプトとの振り分けが行われること等を踏まえ、内

容点検効果の高いレセプト(高点数レセプト等)を優先的

かっ重点的に審査するなど、効果的かっ効率的なレセプト点

合にっいて対前年度以下とする

検を推進する。

(5)効果的なレセプト内容点検の推進
・レセプト点検の効果向上に向けた行動計画に基づき、効

果的なレセプト点検を推進するとともに、内容点検の質的

向上を図り、査定率及び再審査レセプト1件当たり査定

額の向上に取醐且む。

・社会保険診療報酬支払基金の「支払基金業務効率

化・高度化計画」に基づく支払基金改革(1CT を活用し

た審査事務の効率化・高度化、審査結果の不合理な差

異の解消等)の進捗状況を踏まえ、支部における審査の

効率化・高度化忙取り組むとともに、今後のレセプト点検体

制のあり方にっいて支部として検討する。

・社会保険診療報酬支払基金の審査支払新システムによ

り、コンピユータチ1ツクで完了するレセプトと目視等による審

査が必要なレセプトとの振り分けが行われること等を踏ま

え、内容点検効果の高いレセプト(高点数レセプト等)を

優先的かっ重点的に審査するなど、効果的かっ効率的な

レセプト点検を推進する。

【困難度:高】

社会保険診療報酬支払基余と連携して、コンピユータチ劃クによる

審査等の拡大を含め、効果的なレセプト点検の推進に努めてきた。ま

た、社会保険診療報酬支払基金では、医療機関等が保険診療ルー

ルに則した適正な電子レセプトを作成できるように、コンピュータチェックル

ールの公開範囲を拡大してきた※。そのような中で、社会保険診療報

酬支払基金と合算したレセプト点検の査定率は既に非常に高い水準

に達しているところであり、KP1を達成することは、困難度が高い。

※電子レセプトの普及率は98'フ%(2021年度末)となコており、査

令和5年度(支部)

定する必要のないレセプトの提出割合が増加している。

(5)効果的なレセプト内容点検の推進
・レセプト点検の効果向上に向けた行動計画に基づき、効

果的なレセプト点検を推進するとともに、内容点検の質的

向上を図り、査定率及び再審査レセプト1件当たり査定

額の向上に取野且む。

【困難度:高】

社会保険診療報酬支払基金と連携して、コンピユータチエックによる

審査等の拡大を含め、効果的なレセプト点検の推進に努めてきた。ま

た、社会保険診療報酬支払基金では、医療機関等が保険診療ルー

ルに則した適正な電子レセプトを作成できるように、コンピュータチェックル

ールの公開範囲を拡大してきた※。そのような中で、社会保険診療報

酬支払基金と合算したレセプト点検の査定率は既に非常に高い水準

に達しτいるところであり、KP1を達成することは、困難度力信い。

※電子レセプトの普及率は98.フ%(2021年度末)となっており、

令和4年度(支音の

査定する必要のないレセプトの提出割合が増加している。

【困難度:高】

社会保険診療報酬支払基金と連携して、コンビユータチエックによる

審査等の拡大を含め、効果的なレセプト点検の推進に努めてきた。ま

た、社会保険診療報酬支払基金では、医療機関等が保険診療ルー

ルに則した適正な電子レセプトを作成できるように、コンピュータチェックル

ールの公開範囲を拡大してきた※。そのような中で、社会保険診療報

酬支払基金と合算したレセプト点検の査定率は既に非常に高WK準

偏達しているところであり、 KP1を達成することは、困難度力儁い。

※電子レセプトの普及率は98.8%(2020年度末)となっており、

査定する必要のないレセプトの提出割合が増加している。
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■ KPI:①社会保険診療報酬支払基金と合算したレセ

プト点検の査定率(※)にっいて対前年度以上とする

(※)査定率=レセプト点検により査定(減額)した額÷

協会けんぽの医療費総額

②協会けんぽの再審査レセプト1件当たりの査定額を対前

年度以上とする。

令和5年度(本部案)

【④現金給付の適正化の推進伝統合】

■KPI:①社会保険診療報酬支払基金と合算したレセプ

ト点検の査定率(※)について前年度以上とする

(※)査定率=レセプト点検により査定(減客勵した

額÷協会けんぽの医療費総額

②協会けんぽの再審査レセプト1件当たりの査定

額を対前年度以上とする。

令和5年度(支部)

【(4)現金給付の適正化の推進に統合】

⑥返納金債権発生防止のための保険証回収強化及び債

権管理回収業務の推進

・日本年金機構の資格喪失処理後、早期伝保険証未回

収者に対する返納催告を行うことを徹底するとともに、被保険

者証回収不能届を活用した電話催告等を強化する。

・未返納の多い事業所データ等を活用し、事業所等へ資格

豊KPI:①社会保険診療報酬支払基金と合算したレセプト

点検の査定率(※)にっいて前年度以上とする

(※)査定率=レセプト点検により査定(減客動した

額÷協会けんぽの医療費総額

②協会けんぽの再審査レセプト1 件当たりの査

定額を対前年度以上とする。

令和4年度(支部)

(6)柔道整復施術療養費等における文書照会の強化
・柔道整1勵極術療養費にっいて、多部位紡衝商箇所が2

部位以上)かっ頻回(施術日数が月10日以上)の申

請や負傷部位を意図的忙変更するいわゆる陪3位ころが

し」と呼ぱれる過剰受診にっいて、加入者に対する文書照

会を強化する。

なお、加入者{こ対する文書照会を行那祭には、制度の仕

組みを解説したり一フレットを同封するなど、柔道整イ勵価術

受診にっいての正しい知識の普及を図る。

あんまマッサージ指圧・はりきゅう施術療養費について、

医師の同意害の確認や長期施術者等1こ対する文書照会

など、審査手順の標準化を推進する。

・厚生局N清報提供を行った不正疑い事案にっいては、

逐次対応状況を確認し適正化を図る。

(6)返納金債権発生防止のための保険証回収強化及び債
権管理回収業務の推進

・日本年金機構の資格喪失処理後、早期に保険証末回

収者に対する返納催告を行うことを散底するとと割こ、被保

険者証回収不能届を活用した電話催告等を強化する。

・未返納の多い事業所データ等を活用し、事業所等へ資

:柔道整復施術療養費の申請に占める、施術箇匪 KPI

所 3 部位以上、かっ月15日以上の施術の申

請の割合にっいて対前年度以下とする

(フ)返納金債権発生防止のための俣険証回収強化、債権
管理回収業務の推進

・日本年金機構の資格喪失処理後、早期に保険証未回

収者に対する返納催告を行うことを徹底するとともに、被保

険者証回収不能届を活用した電話催告等を強化する。

・未返納の多い事業所データ等を活用し、事業所等へ資

10



喪失届への保険証添付及び保険証の早期返納の徹底を周

知する。

・返納金債権の早期回収化取り組むとともに、保険者間調

整の積極的な実施及び費用対効果を踏まえた法的手続き

の実施により、返納金債権の回収率の向上を図る。

令和5年度(本部案)

".゛デ

【困難度:高】

電子申請にょる届出の場合の保険証の返納(協会への到着)は、

資格喪失後1か月を超える傾向にある。今後、電子申請による届出※

1が更に増加することが見込まれることから、KP1を達成することは、困難

度力情い。

また、レセプト振替サービス※2 の拡充により、保険者間調整※3 が

減少することで、資格喪失後受診に係る返納金債権の発生率及び回

収率ともに低下することが見込まれるところであり、KP1を達成すること

は、困難度か局い。

※1社会保険関連手続の電子化が推進されており、保険証を添付で

きない電子申請にょる届出の場合の保険証の返納方法(郵送時

格喪失届への保険証添付及ぴ保険証の早期返納の徹

底を周知する。

期)等にっいて、事業主の事務負担の軽減等を図る必要がある。

※2 社会保険診療報酬支払基金1こおいて資格喪失後受診に係るレ

セプトを資格が有効な(新たに資格を取得した)保険者に、振替える

仕組み。

※3 資格喪失後受診に係る返納金債権を、債務者(元被保険

ウ、コ

J亀二'、

令和5年度(支音の

・返納金債権の早期回収に取り組むととも値、保険者間調

整の積極的な実施及び費用対効果を踏まえた法的手続

きの実施により、返納金債権の回収率の向上を図る。

格喪失届への保険証添付及び保険証の早期返納の徹

底を周知する。

・保険証適正使用を周知するため、医療機関等に向けて

窓口用ボスターを作成配布する。

・債権の早期回収に取弊且むとともに、保険者間調整の積

極的な実施及び費用対効果を踏まえた法的手続きの実

施により、返納金債権の回収率の向上を図る。

者)の同意のもとに、協会と国民健康保険とで直接調整することで、

返納(弁済)する仕組み。(債務者の返納手続き等の負担軽減が

【困難度:高】

電子申請による届出の場合の保険証の返納(協会への到着)は、

資格喪失後1か月を超える傾向にある。今後、電子申請による届出※

功唖に増加することが見込まれることから、KP1を達成することは、困難

度か局い。

また、レセプト振替サービス※2の拡充により、保険者問調整※3が

減少することで、資格喪失後受診に係る返納金債権の発生率及び回

収率ともに低下することが見込まれるところであり、KP1を達成すること

は、困難度か局い。

※1 社会保険関連手続の電子化が推進されており、保険証を添付で

きない電子申請による届出の場合の保険証の返納方法(郵送時

期)等にっいて、亊業主の事務負担の軽減等を図る必要がある。

※2 社会保険診療報酬支払墓金において資格喪尖後受診に係るレ

セプトを資格が有効な(新たに資格を取得した)保険者に、振替える

仕組み。

※3 資格喪失後受診に係る返納金債権を、債務者(元被保険者)

の同意のもと1こ、協会と国民健康保険とで直接調整することで、返納

(弁済)する仕組み。(債務者の返納手続き等の負担軽減が図られ

る。)図られる。)

【困難度:高】

事業主が資格喪失届に添付しτ返納することが原則とされている

保険証を早期忙回収するため忙は、当該届出先である日本年金機

構と連携した取組の強化が不可欠である。また、社会保険関連手

続の電子化が推進されており、保険証を添付できない電子申請によ

る届出の場合の保険証の返納方法睡β送時期)等についτ、事

業主の事務負担の軽減等を図る必要がある。そのような中で、電子

申請にょる届出の場合の保険証の返納(協会への到着)は、資

格喪失後1か月を超える傾向にあり、今後、電子申請による届出

が更に増加することが見込まれることから、KP1を逹成することは、困

難度が高い。

また、令和3年10月から、これまで保険者間調整※1 により返

納(回収)されていた返納金債権の一部にっいて、レセプト振替サ

ーピス※2の利用が可能となった。これ1こより、保険者間調整が減少

することで、資格喪失後受診に係る返納金債権の発生率及び回収

率ともに低下することが見込まれるところであり、KP1を達成すること

は、困難度が高い。

※1 資格喪失後受診に係る返納金債権を、債務者(元被保

険者)の同意のもとこ、協会と国民健康保険とで直接調整すること

で、返納(弁済)する仕組み。(債務者の返納手続き等の負担

軽減が図られる。)

※2 社会保険診療報酬支払基金において資格喪失後受診侘

係るレセプトを資格力哨効なほ斤たに資格を取得した)保険者に、

振替える仕組み。

令和4年度(支部)

、ー
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■ KPI:①日本年金機構回収分も含めた資格喪失後1

か月以内の保険証回収率を対前年度以上とする

②返納金債権(資格喪失後受診に係るものに限る。)の

回収率を対前年度以上とする

令和5年度(本部案)

⑦被扶養者資格の再確認の徹底

・マイナンバーを活用した被扶蓑者資格再確認を実施す

る。

・事業所からの被扶養者資格確認りストを確実に回収する

ため、未提出事業所への勧奨を行う。

・未送達事業所にっいては所在地調査により送達の徹底を

■ KPI:被扶養者資格の確認対象事業所からの確認害

の提出率を94%以上とする

⑧オンライン資格確認の円滑な実施

・オンライン資格確認の円滑な実施のため、加入者へのマイ

ナンバー登録の促進を行い、加入者のマイナンバー収録率向

上を図る。

・また、「経済財政運営と改革の基本方針 2022 (骨太の

■KP11①日本年金機構回収分も含めた資格喪失後 1

か月以内の保険証回収率を対前年度以上とする

②返納金債権(資格喪失後受診にかかるもの1部艮る。)

の回収率を対前年度以上とする

令和5年度(支部)

方針)」(令和4年6月7日閣議決定)においてオンライ

ン資格確認等システムの更なる拡充が盛り込まれたことを踏

(フ)被扶養者資格の再確認の徹底
・マイナンパーを活用した被扶養者資格再確認を実施す

る。

・事業所からの被扶養者資格確認りストを確実に回収す

るため、未提出事業所へ文書や電話にて勧奨を行う。

・未送達事業所については、所在地調査により、送達の徹

底を行う。

まえ、国が進めるマイナンバーカードの健康保険証としての利

用の推進及び電子処方篝の周知・広報等に1窃力する。

【重要度:高】

オンライン資格確認及びマイナンパーカードの健康保険証利用にっいて

は、政府が進めるデータヘルス改革の基盤となる重要な目鄭且であり、重

要度力信い。

:被扶養者資格の確認対象事業所力ちの確認■ KPI

書の提出率を94.0%以上とする

■KPI:①日本年金機構回収分も含めた資格喪失後 1

か月以内の保険証回収率を対前年度以上と

する

②返納金債権(資格喪失後受診にかかるもの

に限る。)の回収率を対前年度以上とする

令和4年度(支部)

(8)被扶養者資格の再確認の徹底
・マイナンバーを活用した被扶養者資格再確認を実施す

る。

・事業所からの被扶養者資格確認りストを確実に回収す

るため、未提出事業所への勧奨を行う。

・未送達事業所にっいては、所在地調査により、送達の徹

底を行う。

:被扶養者資格の確認対象事業所力ちの確認書■ KPI

の提出率を93.4%以上とする

12
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■ KPI:加入者のマイナンバー収録率を対前年度以上とす

る

9 業務改革の推進

・現金給付業務等について、業務マニユアルや手順書に基

づ絲充一的な事務処理の徹底を図り、業務の標準イヒ・効率

化・簡素化を推進する。

・職員の意識改革の促進を図り、業務量の多寡や優先度

に対応する柔軟かっ最適な事務処理体制の定着化と実践

の徹底により、柔軟かっ筋肉質な組織を構築し、生産性

向上を推進する。

・相談体制の標準化に向けて、受電体制及び窓口体制を

令和5年度(本部案)

整備・強化する。併せて、相談マニユアル・FA を整備するとと

もに、効果的な研修プログラムを導入すること等により、相談

業務の品質の向上を図る。

・新業務システム(令和5年1月に導入)の効果を最大

化するために、新たな業務フローを踏まえた柔軟かっ最適な

事務処理体制等の整備を推進する。

【困難度:高】

業務改革の推進は、基盤的保険者機能の全ての施策を推進するに

あたっての基礎、土台となるものであり、基盤的保険者機能を盤石なも

のとするための最重要項目である。また、業務処理の標準化・効率化・

簡素化を推進するとともに、業務量の多寡や優先度に対応する柔軟か

つ晟適な事務処理体制の定着化はより、柔軟かっ筋肉質な組織を構

築し、生産性の向上を実現するためには、職員の多能化を図るととも

に、生産性を意識した意識改革の推進が不可欠である。なお、業務の

あり方を全職員に浸透・定着させるには、ステップを踏みながら進める必

要があり、多くの時間を要することから、困難度力信い。

(8)業務改革の推進
・現金給付業務等にっいて、業務マニユアルや手順書に基

づ絲充一的な事務処理の徹底を図り、業務の標準化・効

率化・簡素化を推進する。

・職員の意識改革の促進を図り、業務量の多寡や優先度

に対応する柔軟かっ民適な事務処理体制の定着化と実

践の徹底により、柔軟かっ筋肉質な組織を構築し、生産

性の向上を推進する。

・椙談体制の標準化に向けて、受電体制及び窓口体制を

整備・強化する。

令和5年度(支部)

・新業務システム(令和5年1月に導入)の効果を最

大化するために、新たな業務フローを踏まえた柔軟かっ暴

適な事務処理体制等の整備を推進する。

【困難度:高】

業務改革の推進は、基盤的保険者機能の全ての施策を推進するに

あたっての基礎、土台となるものであり、基盤的保険者機能を盤石なも

のとするための最重要項目である。また、業務処理の標準化・効率化

簡素化を推進するとともに、業務量の多寡や優先度に対応する柔軟か

つ晨適な事務処理体制の定着化により、柔軟かっ筋肉質な組織を構

築し、生産性の向上を実現するためには、職員の多能化を図るととも

に、生産性を意識した意識改革の推進が不可欠である。なお、業務の

あり方を全職員に浸透・定着させるには、ステップを踏みながら進める必

要があり、多くの時間を要することから、困難度が高い。

(9)業務改革の推進
・現金給付業務等化ついて、業務マニユアルや手順書に基

づ餅充一的な事務処理の徹底を図り、菜務の標準イヒ・効

率化・簡素化を推進する。

・職員の意識改革の促進を図り、業務量の多寡や優先度

に対応する柔軟かっ晟適な事務処理体制の定着化によ

り、生産性の向上を推進する。

令和4年度(支部)

【困難度:高】

業務改革の推進は、基盤的保険者機能の全ての施策を推進す

るにあたっての基礎、土台となるものであり、基盤的保険者機能を盤

石なものとするための最重要項目である。また、業務処理の標準イヒ・

効率化・簡素化を推進するとともに、業務量の多寡や優先度に対

応する柔軟かっ最適な事務処理体制の定着化忙より、柔軟かっ筋

肉質な組織を構築し、生産性の向上を実現するためには、職員の

多能化を図るとともに、生産性を意識した意識改革の推進が不可

欠である。なお、業務のあり方を全職員に浸透・定着させるには、ス

テップを踏みながら進める必要があり、多くの時間を要することから、

困難度が高い。
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(2)戦略的保険者機能関係

【戦略的保険者機能の発揮により実現すべき目標】

1 加入者の健康度の向上

Ⅱ医療等の質や効率性の向上

Ⅲ医療費等の適正化

①保健事業実施計画(データヘルス計画)の着実な実施

< 1 、Ⅱ、Ⅲ>

「特定健診・特定保健指導の推進」、「ヨラボヘルスの取

組」、「重症化予防の対策」を基本的な実施事項とする第2

期保健事業実施計画(データヘルス計画)にっいて、6か

年計画の目標達成に向けて最終年度の取組を着実に実施

する。

・「特定健診・特定保健指導データ分析報告書」や「支部

別スコアリングレボート」等の分析ツールを用いて、第2期保

健事業実施計画(データヘルス計画)のPDCAサイクルを

効果的・効率的に回し、目照且の実効性を高める。

2)戦略的保険者機能関係

【戦略的保険者機能の発揮忙より実現すべき目標】

1 加入者の健康度の向上

Ⅱ医療等の質や効率性の向上

Ⅲ医療費等の適正化

・第2期保健事業実施計画(データヘルス計画)における

国標の達成状況や効果的な取組等の評価を行うとともに、

第4期特定健康診査等実施計画の策定と併せて、データ

(1)第2期保健事業実施計画(データヘルス計画)の着実
な実施< 1・Ⅱ・Ⅲ>

・「特定健診・特定保健指導の推進」、「コラポヘルスの取

組」、「重症化予防の対策」を基本的な実施事項とする

第2期保健事業実施計画(データヘルス計画)にっ

いて、6か年計画の目標達成に向けて最終年度の取

組を着実かヲ効^に実施する。

・「特定健診・特定保健指導データ分析報告書」や「支部

別スコアリングレボート」等の分析ツールを用いて、第2

期保健事業実施計画(データヘルス計画)の PDCA

サイクルを効果的・効率的化回し、取組の実効性を高め

る。

・データヘルス計画の上位目標にっいては、「対象者が必

要な治療等を受けることによって糖尿病による人工透析

者の新規発生が10%減少する」とする。

・第2期保健事業実施計画(データヘルス計画)におけ

る目標の達成状況や効果的な取組等の評価を行うとと

もに、データ分析に基づく地域の特性に応じた第3期保

健事業実施計画(データヘルス計画)を策定する。分析に基づく地域の特性に応じた第3期保健事業実施計

画(データヘルス計画)を策定する。

i)特定健診実施率・事業者健診データ取得率等の向上

・特定健診実施率の向上に向けて、健診・保健指導カルテ

等の活用により実施率への影響が大きいと見込まれる事業

所や業態等を選定し、重点的かっ優先的1こ働きかけること

で、効果的・効率的な受診勧奨を行う。

・生活習慣病予防健診にっいて、一般健診及ぴ付加健診

2.戦略的保険者機能関係

【戦略的保険者機能の発揮により実現すべき目標】

1 加入者の健康度の向上

Ⅱ医療等の質や効率性の向上

Ⅲ医療費等の適正化 ※第5期APに準拠

(1)第2期保健事業実施計画(データヘルス計画)の着実
な実施< 1・Ⅱ・Ⅲ>

・「特定健診・特定保健指導の推進」、「ユラポヘルスの取

組」、「重症化予防の対策」を基本的な実施事項とする

第2期保健事業実施計画(データヘルス計画)に基

づく目賂且を着実かっ効果的、効率的に実施する。

i)特定健康診査受診率・事業者健診データ取得率等の
向上

0健診の受診率向上のための取組

・「健診・保健指導カルテ」等の活用により、受診率への

影響が大きし込見込まれる事業所や業態、地域等を

選定し、重点的かつ優先的に働きかけることで、効果

・「特定健診・特定保健指導データ分析報告書」や↑支部

別スコアリングレボート」等の分析ツールを用いて、第2

期保健事業実施計画(データヘルス計画)の PDCA

サイクルを効果的・効率的に回し、取組の実効性を高め

る。

・データヘルスの上位目標にっいては、「対象者が必要な治

療等を受けるこどこよって糖尿病忙よる人工透析者の新

規発生が 10ツ0減少する」とする。

i)特定健康診査受診率・事業者健診データ取得率等の
向上

0健診の受診率向上のための取組

・「健診・保健指導カルテ」等の活用により、受診率への影

響が大きいと見込まれる事業所や業態、地域等を選定

し、重点的かっ優先的に働きかけることで、効果的・効
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等の自己負担を軽減するとともに、関係団体と連携した受診

勧奨等の目薪且を行い、実施率の向上を図る。

・被扶養者の特定健診実施率の向上紀向けて、市との協

定締結を進めるなど地方自治体との連携を推進し、がん検

診との同時実施等の拡大を図る。

・事業者健診データの取得促進に向けて、都道府県労働

局との連携など国や関係団体侍対する働きかけを行う。

また、事業者健診データの取得にっいて、事業主・健診機

関・保険者(3者間)での新たな提供・運用スキームの定

着により、事業者健診データが健診機関を通じて確実に協

会けんぽに提供されるよう、関係団体等と連携した円滑な運

用を図る。

的・効率的な受診勧奨を行う。

<生活習慣病予防健診>

・委託健診機関の無い地域を中心忙生活習慣病予防

健診が実施できる医療機関と契約締結を図る。

・一般健診及び付加健診等の自己負担額の軽減に関

する広報を積極的に行うとともに、関係団体と連携し

受診勧奨等の取組を行い、受診率の向上を図る。

・市町村や商工会、健診機関等と連携し、受診受入

人数が不足している地域を中心に生活習慣病予防

健診を受診できる機会を増やす。

・新規加入の事業所、任意継続被保険者に対し、次

期システムを活用し速やかに対象者を印字した健診

対象者一覧表等を送付し、受診を促す。

・コラポヘルスエントリー事業所にっいて、健診受診率

100%となるよう「事業所カルテ」や健康情報誌配布

等を利用し、受診勧奨を行う。

率的な受診勧奨を行う。

<事業者健診データ>

・同意書未取得の事業所に対して同意書の取得、

また同意害取得済事業所のうち健診機関から結果デ

ータの提供が出来ない事業所に対して紙媒体の結果

表の提供依頼及びデータ作成にっいて外部委託を実

施しデータ取得を図る。

・事業者健診データの取得促進に向けて、事業主に対

し、山梨労働局と連名の案内文を送付するとともに

山梨県産業安全衛生大会等で案内文の配布を行

つ。

・同意書を取得している事業所分化っいて、健診機関

に対してデータの提出期限を設定し、健診推進経費

を活用することにより、早期かっ確実なデータ取得を

図る。

・同意書未取得の事業所化っいて、健診機関が同意

<生活習慣病予防健診>

・委託健診機関の無い地域を中心に生活習慣病予防

健診が実施できる医療機関と契約締結を図る。

・市町村や商工会、健診機関等と連携し、受診受入

人数が不足している地域を中心に生活習慣病予防

健診を受診できる機会を増やす。

・新規加入の事業所、任意継続被保険者に対し、速

やかに対象者を印字した健診対象者一覧表等を送

付し、受診を促す。

・ヨラポヘルスエントリー事業所にっいて、健診受診率

100%となるよう「事業所カルテ」や健康情報誌配布

等を利用し、受診勧奨を行う。
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<事業者健診データ>

・事業者健診データの取得促進に向けて、事業主に対

し、山梨労働局と連名の案内文を送付するととも紀

山梨県産業安全衛生大会等で案内文の配布を行

つ。

・同意書を取得している事業所分について、健診機関

に対してデータの提出期限を設定し、健診推進経費

を活用することにより、早期かっ確実なデータ取得を

図る。

・同意書未取得の事業所にっいて、健診機関が同意



書1こ代わる委任状の取得勧奨を行うことにより、事業

者健診データ取得率の向上を図る。

・事業主・健診機関・保険者(3者間)での新たな

提供・運用スキームを活用し事業者健診データが健

診機関を通Uて確実に提供されるよう、関係団体等

と連携した運用を図る。

【重要度:高】

健康保険法1こおいて、保険者は被保険者等の健康の保持増進の

ために必要な事業を行うとされている。また、持定健康診査の実施は高

齢者の医療の確保に関する法律により、保険者に実施が義務付けら

れ、かっ、実施率にっいては、国の指針において、2023年度の民標値

(65ツ0)が示されており、重要度力塙い。

<特定健康診査(被扶養者)>

,オプショナル測定等を利用した魅力ある特定健康診査

や商業施設での特定健康診査の実施会場・実施回

数を拡大し、受診行動にっなげてしK。また、実施機

関へは健診推進経費を活用することにより、受診者

数増加を図る。

・次年度から特定健康診査の対象となる方 B9 歳)

に対し、ナッジ理論等を活用した特定健診の受診勧

奨を行い、受診行動にっなけていく。

・受診率の向上に向け、市町村との協定締結を進める

など地方白治体との連携を推進し、「力汎検診」との

同時実施等の拡大を図る。

・新規加入の被扶養者に対し、次期システムを活用し、

速やかに受診券等を送付し、受診を促す。

【困難度:高】

近年、日本年金機構の適用拡大等にょり、健診受診率の算出の分

母となる対象者数が、第3期特定健康診食等実施計画の当初の見

込みを超えて大幅に増加しており、分子となる健診受診者を大幅に増

害に代わる委任状の取得勧奨を行うことにより、事業

者健診データ取得率の向上を図る。

また、新スキームを活用することも含め、対象人数別

の区分けを行い、優先順位を付けたうえで業界団体

や事業所へ訪問や文書による提出勧奨を行う。
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【重要度:高】

健康保険法において、保険者は被保険者等の健康の保持増進の

ために必要な事業を行うとされている。また、特定健康診査の実施は高

齢者の医療の確保に関する法律により、保険者に実施が義務付けら

れ、かっ、実施率にっいては、国の指針において、2023年度の目標値

(65中0)が示されており、重要度力塙い。

【重要度:高】

健康保険法において、保険者は被保険者等の健康の保持増進

のために必要な事業を行うとされている。また、特定健康診査の実施

は高齢者の医療の確保に関する法律により、保険者に実施が義務

付けられ、かっ、実施率にっいては、国の指針において、2023年度

の目標値(65中0)が示されており、重要度力信い。

【困難度」高】

近年、田本年金機構の適用拡大等により、健診受診率の算出

の分母となる対象者数が、第三期特定健診等実施計画の当初の

見込みを超えて大幅に増加しており、分子となる健診受診者を大幅

<特定健康診査(被扶養者)>

・オプショナル測定等を利用した魅力ある特定健康診査

や商業施設での特定健康診査の実施会場・実施回

数を拡大し、受診行動につなけていく。また、実施機

関へは健診推進経費を活用することにより、受診者

数増加を図る。

・次年度から特定健康診査の対象となる方(39 歳)

に対し、ナッジ理論等を活用した特定健診の受診勧

奨を行い、受診行動伝っなげていく。

・受診率が低い市町村を中心に市町村の健診侍合わ

せた受診勧奨を実施するなど、受診率向上のため市

町村と連携を強化する。

達駄見加入の被扶養者に対し、速やかに受診券等を送

付し、受診を促す。

【困難度:高】

近年、日本年金機構の適用拡大等により、健診受診率の算出の

分母となる対象者数が、第3期特定健康診査等実施計画の当初の

見込みを超えて大幅に増加しており、分子となる健診受診者を大幅に



加させる必要があることから、困難度が高い。

■ KPI:①生活習慣病予防健診実施率を63.9%以上

とする

②事業者健診データ取得率を9.6%以上とする

③被扶養者の特定健診実施率を35.0%以上とする

川特定保健指導の実施率及び質の向上

・特定保健指導の実施率の向上のため、令和4年度に作

■ KPI

・特定健康診査

(受診見込者数

成した健診から保健指導・受診勧奨とし日一貫したコンセプト

増加させる必要があることから、困難度力信い。

(受診対象者数

に基づく特定保健指導利用案内のバンフレットを活用するとと

もに、令和4年度に策定した標準モデルに沿った特定保健

指導の利用案内(指導機会の確保を含む)の徹底を図

0被保険者(40 歳以上)(受診対象者数:

1旦五旦昼旦△)
厘KPI

①生活習慣病予防健診受診率 76.5%以上とする

(受診見込者数:Z9'丑旦旦△)
②事業者健診データ取得率5.1%以上とする

(取得見込者数:5296 人)

る。

・健診実施機関等への外部委託による特定保健指導の更

なる推進を図り、健診・保健指導を一貫して行うことができる

よう健診当田の初回面談の実施をより一層推進する。また、

実施率への影響が大きいと見込まれる事業所等を選定し、

重点的かっ優先的に利用勧奨を行う。併せて、情報通信技

術を活用すること等により、引き続き特定保健指導対象者の

利便性の向上を図る。

・健康意識が高まる健診当日や健診結果提供時化おける

0被扶養者(受診対象者聾曳:26675人)
■KPI

・特定健康診査

(受診見込者数

効果的な利用案内(未治療者への受診勧奨含む) につい

て、令和5年度パイロット事業等を活用し、検討を行う。

経年的末利用事業所等への働きかけに活用するため、特

ii)特定保健指導の実施率及び質の向上 川特定保健指導の実施率及び質の向上
0特定保健指導実施率向上への取組

・健診実施機関等への外部委託による特定保健指導

の更なる推進を図り、健診、保健指導を一貫して行

うことができるよう健診当日の初回面談の実施をより

一層推進する。

・保健指導実施率への影響が大きし込見込まれる事業

所等を選定し、重点的かっ優先的に保健指導の利

用勧奨を行う。

・情報通信技術を活用すること等により、引き続き特定

保健指導対象者の利便性の向上を図る。

受診率49.5%以上とする

13282 人)

に増加させる必要があることから、困難度力信い。

・健診実施機関等への外部委託による特定保健指導

の更なる推進を図り、健診、保健指導を一貫して行

うことができるよう健診当日の初回面談の実施をより

一層推進する。

・保健指導実施率への影響が大きいと見込まれる事業

所等を選定し、重点的かっ優先的に保健指導の利

用勧奨を行う。

・情報通信技林兎活用すること等により、引き続き特定

保健指導対象者の利便性の向上を図る。

・令和4年度に本部作成の健診から保健指導・受診

勧奨とし6-貫したコンセプトに基づく特定保健指導

利用案内のパンフレットを活用するとともに、標準モデ

ル1こ沿った特定保健指導の利用案内(指導機会の

確保を含む)の徹底を図る。

・保健事業の各種取組を支える専門職たる協会保健

師にっいて、複数名体制を構築するため、計画的か

r^

受診率49.6%以上とする

13231 人)

0被保険者(40 歳以上)

103612 人)

^ ,一冨^

■ KPI

①生活習慣病予防健診受診率 74.フ%以上とする

(受診見込者数:フ7400 人)
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^

②事業者健診データ取得率5.0%以上とする

(取得見込者豐曳:5 181人)

0被扶養者(受診対象者数:26814人)



定保健指導の実施率が高い事業所における職場環境整侑

のための創意工夫に関する具体的な事例集を作成する。

令和6年度力ち開始される第4期特定健康診査等実施

保健指導の介入量(支援回数や支援時間など)を問わず

に特定保健指導を終アする等、成果が出たことを評価するア

ウトカム指標が導入されることから、協会化おけるモデル実施

の効果検証を踏まえた運用方法を検討し、実施伝向けた研

、

修等を行う。

また、事業主や加入者の二ーズに寄り添った保健事業を提

供できるよう、企画立案能力等の向上を目指した協会保健

師の育成プログラム(保健師キャリア育成課程)を実施する

とともに、保健事業の効果的・効率的な実施体制の構築に

取野且む。

保健事業の各種取組を支える専門職たる協会保健師に

● J 6
、

ついて、全支部においτ複数名体制を構築するため、計画的

かっ継続的な採用活動を行うなど、本部及び支部における

採用活動の強化を図り、その確保に努める。

「コ L

つ継続的な採用活動を行うなど、本部と連携し採用

活動の強化を図り、その確保に努める。

・戦略的保険者機能に関する現状評価シートにより抽

出された支部特有の課題に対して、重点的に課題解

決に向けた取組を行う。

<被保険者>

・健診当臼に保健指導が実施できる健診機関と保健

指導の契約締結を進める。

.

'.

、

、..ー

ノ、

r-'「

/、、

乢一

1

ヒ

ヒニ

・コラポヘルスエントリー事業所にっいて、保健指導実施

率 100%となるよう、勧奨案内の送付や健康債報

誌の配布時等を利用し、実施勧奨を行う。

・事業所での集団健診や生活習慣病予防健診以外の

特殊健康診断等を実施している事業所紀働きかけ、

健診日に特定保健指導を実施する。

・特定保健指導対象者がキ則al0 人以上いる事業所

で、特定保健指導未実施事業所に対しては訪問や

電話等により勧奨し、利用を促す。

,^1

'ー

ヒ

r」1

^冒,1"、

=ヒ ゛..^N

^

ヒ

'ー

・平成 30年度力ちの特定保健指導の実施方法の見

直しにより可能となった新たな手法による特定保健指

導の手法(健診当日指導等)を引き続き実施する

とともに、効果検証を行う。

<被保険者>

ヒ、.、 す4L-

<被扶養者>

・市町村や健診機関と連携し、健診時に保健師等樹爪

遣して健診当日の保健指導を実施する。

・健診機関と連携し、商業施設等を利用した健診実施

日に特定保健指導を行う。

・市町村や健診機関の協力のもと、健診結果説明会を

利用した特定保健指導や地域別来所相談実施の機

・令和元年~2年度に実施した保健指導未実施者化

配布した「個別アドパイスシート」の分析を基により効果

的な保健指導勧奨を行う。

・コラボヘルスエントリー事業所について、保健指導実施

率 100%となるよう、勧奨案内の送付や健康情報

誌の配布時等を利用し、実施勧奨を行う。

・事業所での集団健診や生活習慣病予防健診以外の

特殊健康診断等を実施している事業所に働きかけ、

健診日に特定保健指導を実施する。

・特定保健指導対象者が概ね 10 人以上し畷事業所

で、特定保健指導未実施事業所に対しては訪問や

電話等により勧奨し、利用を促す。

<被扶養者>

・市町村や健診機関と連携し、健診時化保健師等を派

遣して健診当日の保健指導を実施する。

・健診機関と連携し、商業施設等を利用した健診実施

日に特定保健指導を行う。

・市町村や健診機関の協力のもと、健診結果説明会を

利用した特定保健指導や地域別来所相談実施の機
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【重要度:高】

特定保健指導を通じて、生活習慣病の発症予防に取り組むことは、

加入者のQOLの向上の観点から重要である。また、特定保健指導

の実施は、高齢者の医療の確保に関する法律により保険者に実施が

義務付けられ、かっ、実施率にっいては、国の指針1こおいて、2023年

度の目標値(35中0)が示されており、重要度か局い。

会を増やす。

0特定保健指導対象者減への取組

・特定保健指導の中断率や特定保健指導対象者の

減少率の改善のため、継続支援の外部委託を積極

的化進める。

【困難度:高1

健診受診者の増加に伴い、分母の特定保健指導対象者数が第3

期特定健康診査等実施計画の見込みを超えて大幅に増加しており、

当初の予定より分子となる特定保健指導実施者数を大幅{こ増加きせ

る必要があることから、困難度力漕い。

/、、

【困難度:高1

健診受診者の増加に伴い、分母の特定保健指導対象者数が第

三期特定健診等実施計画の見込みを超えて大幅に増加しており、

当初の予定より分子となる特定保健指導実施者数を大幅に増加さ

せる必要があることから、国標を達成することは極めて困難である。

なお、特定保健指導業務の中核を担う保健師の採用にっいて

は、大学のカリキュラムが選抜制等になったことにより、新たに保健師

資格を取得する者が減少しており、困難度が高い。

^
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^

・支部内研修等を通じて、協会保健師・管理栄養士の

スキルアップを図り、対象者の二ーズに合わせ、より質

の高い保健指導を実施する。

■ KPI:①被保険者の特定保健指導の実施率を

36.4%以上とする

2 被扶養者の特定保健指導の実施率を15.8%以上とす

^

【重要度:高】

特定保健指導を通じて、生活習慣病の発症予防に取弊且むことは、

加入者のQOLの向上の観点から重要である。また、特定保健指導

の実施は、高齢者の医療の確保に関する法律により保険者に実施が

義務付けられ、かっ、実施率にっいては、国の指針において、2023年

度の目標値(359'0)が示されており、重要度力塙い。

^

ヒ ■..^.

乢一

会を増やす。

0特定保健指導対象者減への取組

ヒニ

【困難度:高】

健診受診者の増加佗伴い、分母の特定保健指導対象者数が第3

期特定健康診査等実施計画の見込みを超えて大幅に増加しており、

当初の予定より分子となる特定保健指導実施者数を大幅に増加させ

る必要があることから、困難度力信い。

^

・令和元年度から令和3年度に実施した保健指導勧

奨の効果分析を基に、保健指導実施者に対し次年

度に向けてのフォローや働きかけの在り方なと効果的化

生活習慣の改善を促す方法を検討する。

・支部内研修等を通じて、協会保健師・管理栄養士の

スキルアップを図り、対象者の二ーズに合わせ、より質

の高い保健指導を実施する。

■KPI:特定保健指導の実施率を31.2%以上とする

(実施見込者数:5672 人実施対象者数

W 178 人)

冒KPI:特定保健指導の実施率を36.6%以上とする

(実施見込者数:6781 人実施対象者数

【重要度:高】

特定保健指導を通じて、生活習慣病の発症予防に取り組むこと

は、加入者のQOLの向上の観点から重要である。また、特定保健

指導の実施は、高齢者の医療の確保忙関する法律により保険者に

実施が義務付けられ、かっ、実施率にっいては、国の指針において、

2023年度の目標値(35ψ0)が示されており、重要度力漕い。

18529 人)



る

i吟重症化予防対策の推進

・未治療者の受診率の向上を図るため、令和4年度に作

成した健診から保健指導・受診勧奨とし日一貫したコンセプト

に基づく重症化予防対策のバンフレットを活用し、血圧・血

0被保険者(実施対象者数:17285人)

糖・LDLニレステロール値に着目した未治療者に対する受

・特定保健指導実施率謁.2%とする

(実施見込者豐曳;66嶋人)

診勧奨を着実に実施する。

・特定健診を受診した被扶養者等や事業者健診結果デー

タを取得した者への受診勧奨拡大に向けた準備を行う。

・力仂町っけ医との連携等による糖尿病の重症化予防に取り

組む。

【重要度:高】

アウトソーシング分16.9%

(実施見込者数:2918人)

(内訳)協会実施分21.3%

(実施見込者豐曳:3685 人)

0被扶養者(実施対蒙者数:1244人)

・特定保健指導実施率 14,3%(実施見込者数

178 人)

(内訳)協会実施分8.0%(実施見込者

数:100 人)

アウトソーシング分6,3%(実施見込者委曳:78人)

【重要度:高】

iii)重症化予防対策の推進
・未治療者への受診勧奨1こついτ外部委託機関を利用す

ることにより、一次勧奨末治療者へ確実化勧奨を行う。

また勧奨方法は、文書勧奨以外の効果的な方法を検

討する。あわせて、下期よりLD Lコレステロール値伝っ

いても着目し、受診勧奨を実施する。

iii)重症化予防対策の推進
・未治療者への受診勧奨にっいて健診機関を中心とした

外部委託機関を利用することにより、一次勧奨未治療

者へ確実に勧奨を行う。

また、二次勧奨の勧奨方法は文書勧奨以外のも含め、

契約保健師力ちの電話勧奨等、効果的な方法を検討

のうえ、着実に実施する。あわせて、干期鵠LDLコレ

ステロール値化っいても着目し、受診勧奨を実施する。

・未治療者への受診勧奨として健診機関と連携を図り、

健診結果送付時に医療機関への早期受診を勧奨する

文書を見直しのうぇ引き続き同封する。

0被保険者(実施対象者数:16929人)

【重要度:高】

・特定保健指導実施率陀.5%とする

(実施見込者数:55鴨人)

アウトソーシング分14.8の0

(実施見込者数:2503人)

(内三勵協会実施分17.フ%

(実施見込者ぎ曳:3000 人)

0被扶養者(実施対象者数:1249人)

・未治療者への受診勧奨は、健診実施や保健指導勧奘

と併せて、事業主や健診担当者に働きかけていく。

・糖尿病重症化予防事業については、医師会や医療機

関等の団体と連携し、事業を進めていく。

・特定保健指導実施率 13.5%(実施見込者数

169 人)
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(内訳)協会実施分8.8%(実施見込者

数:110 人)

アウトソーシング分4,フ%(実施見込者豐曳:59 人)

・末治療者への受診勧奨は、健診実施や保健指導勧奨

と併せて、事業主や健診担当者に働きかけていく。

・未治療者への受診勧奨として健診機関と連携を図り、

健診結果送付時に医療機関への早期受診を勧奨する

文書を同封する。

・糖尿病重症化予防事業にっいては、医師会や医療機

関等の団体と連携し、事業を進めていく。



要受診者を早期に医療機関に結び付けることは、糖尿病等の生活

習慣病の重症化を防ぎ、加入者のQOLの洵上を図る観点から、重

要度力宿い。

■KPI:受診勧奨後3か月以内伝医療機関を受診した者

の割合を13.1%以上とする

要受診者を早期に医療機関に結び付けることは、糖尿病等の生活

習慣病の重症化を防ぎ、加入者のQOLの向上を図る観点から、重

要度か局い。

iv)コラボヘルスの推進

健康宣言にっいて、健康宣言事業所数の拡大とともに、

事業所における健康づくりの取組の質を担保するため、プロセ

ス(事業所カルテ活用の必須化)及びコンテンツ(健診受

0未治療者に対する受診勧奨における勧奨予定人数

旦立旦旦ム
(内三尺)

文害勧奨:5000 人(本部が実施した一次勧奨

診率及び特定保健指導実施率の目標値設定等の必須

化)の標準化を踏まえ、事業所カルテを積極的1こ活用した

健康宣言を促し、事業主と連携した事業所における加入者

実施者のうち、保健指導実施者、

不達者以外)

の健康づくりを推進する。

健康教育などを通じた若年期からのへルスリテラシーの向

上を図るため、データ分析に基づく地域の特性に応じたボピユ

レーションアプローチにっいて、バイロット事業の活用を含め、展

:受診勧奨後 3か月以内に医療機関を受診した亜 KPI

者の割合を 13.1%以上とする

0糖尿病性腎症に係る重症化予防事業予定実施人数

7人

・治療コントロールが不良な方住対し、かかりつけ医と連

携した改善指導を実施する。

開を図る。

・保険者として、事業所や産業保健総合支援センター等と

連携したメンタルヘルス予防対策を推進する。

実施者のうち、保健指導実施者、

不達者以外)

0糖尿病性腎症に係る重症化予防事業予定実施人数
7

・治療コントロールが不良な方に対し、山梨県医師会や

iv)コラポヘルスの推進
①健康宣言事業所数の拡大

・健康保険委員委嘱事業所や業界団体などこ、文書や

電話による勧奨を行う。

・令和3年度に改定した宣言項困にっいて、改定前に宣

言している事業所に対して宣言項目の更新依頼を行

い、全ての宣言事業所の項目統一を図る。

・山梨県の健康経営認定制度(やまなし健康経営優

良企業認定事業)と連携して広蝦やセミナーを行う。

・健康経営を支援・推進する団体け勗力事業者)との

連携により、健康宣言事業所の拡大を図る。

②健康宣言事業所に対するフォローアップ

・健康情報誌や本部が提供する事業所健康度診断シー

ト「事業所カルテ」等の配布やオンライン等を活用した

要受診者を早期に医療機関に結び付けることは、糖尿病等の生

活習慣病の重症化を防ぎ、加入者のQOLの向上を図る観点か

ら、重要度力塙い。

iv)コラポヘルスの推進
①健康宣言事業所数の拡大

・健康保険委員委嘱事業所や業界団体などこ、文書や

電話による勧奨を行う。

・令和3年度に改定した宣言項目にっいて、改定前に宣

言している事業所に対して宣言項目の更新依頼を行

い、全ての宣言事業所の項目統一を図る。

・山梨県の健康経営認定制度(やまなし健康経営優

良企業認定事業)と連携して広報やセミナーを行う。

・健康経営を支援・推進する団体(協力事業者)との

連携により、健康宣言事業所の拡大を図る。

②健康宣言事業所に対するフォローアップ

・健康盾報誌や本部が提供する事業所健康度診断シー

ト「事業所カルテ」等の配布やオンライン等を活用した

かかりっけ医と連携した改善指導を実施する。

0未治療者に対する受診勧奨における勧奨予定人数

5 158 人
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(内訳)

文書勧奨:4000 人(本部が実施した一次勧奨

:受診勧奨後 3 か月以内に医療機関を受診した■KPI

者の割合を 12.4%以上とする



【重要度:高】

超高齢化社会に突入し、従業員の平均年齢上昇による健康りスク

の増大等の構造的課題に直面している中、「未来投資戦略 2018」や

事業場における労働者の健康保持増進のための指針(THP指

針)等において、コラボヘルスを推進する方針が示された。また、日本健

康会議の宣言において、「保険者とともに健康経営に取り組む企業等

を 10 万社以上とする」と目標が打ち出されるなど、国を挙けtコヲボヘ

ルスを推進していることから、重要度力檎い。

■ KPI:健康宣言事業所数をZ旦'ΩΩ旦事業所(※)以
上とする

(※)標準化された健康宣言の事業所数及び今後標準

化された健康宣言への更新が見込まれる事業所数

健康づくり講座を開催するなど、健康宣言事業所に対

するフォローアップの強化を図り、事業所の健康づくり

(身体活動、運動、食生活・栄養、メンタルヘルス予

防対策)の推進をサボートする。

②広報活動や健康保険委員を通じた加入者等の理解促

進< 1、Ⅱ、Ⅲ>

・協会として統一的・計画的な広報を実施していくため、本

部化おいて協会全体の広報基本方針及び当該方針を踏ま

【重要度:高】

超高齢化社会に突入し、従業員の平均年齢上昇による健康りスク

の増大等の構造的課題に直面している中、「未来投資戦略 2018」や

事菜場における労働者の健康保持増進のための指針(THP指

針)等において、コラボヘルスを推進する方針が示された。また、日本健

康会議の宣言において、「保険者とともに健康経営に取り組む企業等

を 10 万社以上とする」と目標が打ち出されるなど、国を挙げてコラボヘ

ルスを推進していることから、重要度か局い。

えた令和6年度広報計画を策定する。

・支部においては、本部作成の広報基本方針及び令和6年

度広報計画に基づき、支部広報計画を策定する。

・加入者・事業主、健康保険委員等に幅広ぐ情報発信を

するため、全支部共通広報資材(動画、パンフレット等)を

積極的に活用し、広報を行う。

・全支部共通広報資材にっいては、活用状況等を踏まえ、

改善、拡充を行う。

健康宣言事業所数を660事業所(※)以上■ KPI

とする。

(※)標準化された健康宣言の事業所数及び今後標

健康づくり講座を開催するなど、健康宣言事業所に対

するフォローアップの強化を図り、事業所の健康づくり

(身体活動、運動、食生活・栄養、メンタルヘルス予

防対策)の推進をサボートする。

所数

(2)広級活動や健康保険委員を通じた加入者等の理解促
進<1・Ⅱ・Ⅲ>

・広報誌の定期発行等を通じて、加入者・事業主等(以

下、「加入者等」という。)に対して分かりやすくタイムリ

ーな情報を発信する。また、より幅広く情報発信するた

め、youtube動画やSNS等を活用した広報を行うとと
もに広報結果を踏まえ費用対効果や行動変容等を検

証する。

・リーフレットやチラシを作成する際、ナッジ理論等を活用す

るなど、加入者等の行動変容に結ぴっく効果的な広報

を1テう。

・本部が作成した広報資材を活用しっつ、引き続き、地域

の実情や時節柄等紀応じた広報を行う。

準化された健康宣言への更新が見込まれる事業

22

【重要度:高】

超高船化社会に突入し、従業員の平均年齢上昇による健康りス

クの増大等の構造的課題に直画している中、「未来投資戦略

2018」や事業場における労働者の健康保持増進のための指針

(TH P指針)等において、コラポヘルスを推進する方針が示され

た。また、日本健康会議の宣言において、「保険者とともに健康経営

に取り組む企業等を 10 万社以上とする」と昌標が打ち出されるな

ど、国を挙ιナてコラボヘルスを推進していることから、重要度が高い。

盟KPI:健康宣言事業所数を560事業所以上とする。

(2)広報活動や健康保険委員を通じた加入者等の理解促
進<1・Ⅱ・Ⅲ>

・広報誌の定期発行等を通じて、加入者・事業主等(以

下、「加入者等」という。)に対して分力町やすくタイムリ

ーな情報を発信する。また、より幅広く情報発信するた

め、youtube動画やSNS等を活用した広報を行うとと
もに広報結果を踏まえ費用対効果や行動変容等を検

証する。

・リーフレットやチラシを作成する際、ナ、ツジ理論等を活用す

るなど、加入者等の行動変容に結びっく効果的な広報

を1子う。

・本部が作成した広報資材を活用しっつ、引き続き、地域

の実情や時節柄等に応じた広報を行う。



・令和5年度より本格的に実施する生活習慣病予防健診

の自己負担の軽減等の「更なる保健事業の充実」にっいτ

は、令和4年度に引き続き、本部・支部において、様々な広

報機会を活用し、広報を行う。

・健康保険委員活動の活性化を図るため、研修会や広報

誌等を通じた情報提供を実施するととも化、引き続き、健康

保険委員の委嘱拡大に取垪且む。

■ KPI:全被保険者数に占める健康保険委員が委嘱され

ている事業所の被保険者数の割合を50%以上とする

・令和5年度より本格的に実施する生活習慣病予防健

③ジエネリック医薬品の使用促進<Ⅱ、Ⅲ>

<課題分析>

・支部間格差を解消するため、協会で作成した「ジェネリック

カルテ」及び「データブック」により重点的に取蝋且むべき課題
(阻害要因)を明確にし、対策の優先順位を付けて取り組

む。

診の自己負担の軽減等の「更なる保健事業の充実」に

ついては、令和4年度に引き続き、様々な広報機会を

活用し、広報を行う。

・山梨県、市町村、関係団体との連携による広報を実施

するとともに、これらの団体が開催するイベントに関与し、

協会の取組を一般の方々にも広く発信していく。

・新生児のいる被保険者を対象に、適正受診や育児等の

情報を掲載した小冊子を送付し、医療機関の適切な
利用を周知する。

・健康保険委員の委嘱者数の拡大を進めるとともに、オン

ラインを活用した研修会の開催、「健康保険委員だよ

り」など定期的な健康情報の提供等を通じて、健康保

険委員活動の活性化を図る。

<医療機関・薬局へのアプローチ>

・協会で作成した「医療機関・薬局向け見える化ツール」及

び「医薬品実績りスト」等を活用して、支部における個別の医

療機関・薬局に対する働きかけを強化する。

■KPI:全被保険者数に占める健康保険委員が委嘱さ
れている事業所の被保険者数の割合を 52.0%

以上とする

(3)ジエネリツク医薬品の使用促進<Ⅱ・Ⅲ>

・協会の目標(全支部でジ1ネリック医薬品使用割合

80%を達成する)に向けた各種取組を着実に実施す
る。

・山梨県、市町村、関係団体との連携による広報を実施

するとともに、これらの団体が開催するイペントに関与し、

協会の取組を一般の方々にも広く発信していく。

・新生児のいる被保険者を対象に、適正受診や育児等の

情報を掲載した小冊子を送付し、医療機関の適切な

利用を周知する。

・健康保険委員の委嘱者数の拡大を進めるとともに、オン

ラインを活用した研修会の開催、「健康保険委員だよ

り」など定期的な健康情報の提供等を通じて、健康保

険委員活動の活性化を図る。

<医療機関・薬局へのアプローチ>

・医療機関や薬局毎の使用割合等のデータで作成した

「医療機関・薬局向け見える化ツール」及び「医薬品実

績りスト」等を活用して関係者への働きかけを行い、県
内の一般名処方篝の拡大及びジエネリック医薬品使用

割合の向上を図る。

・ジエネリツク医薬品の特長を記載した「お薬手帳カバー」を

23

■KPI:全被保険者数に占める健康保険委員が委嘱さ

れている事業所の被保険者数の割合を 50.5%

以上とする

(3)ジエネリツク医薬品の使用促進<Ⅱ・Ⅲ>

・協会の目標(全支部でジエネリック医薬品使用割合を

80%にする)に向けた各種取組を着実に実施する。

<医療機関・薬局へのアプローチ>

・医療機関や薬局毎の使用割合等のデータで作成した

「医療機関・薬局向け見える化ツール」及び「医薬品実

績りスト」等を活用して関係者への働きかけを行い、県

内の一般名処方篝の拡大及び使用割合の向上を図

る。

・ジエネリック医薬品の特長を記載した「お薬手帳カバー」を



<加入者へのアプローチ>

・加入者にジエネ1ノック医薬品を正しく理解していただけるよ

う、ジエネリック医薬品軽減額通知や希望シールの配布、イペ

ント・セミナーの開催など{こも着実値取り組む。

・本部及び支部において、厚生労働省や都道府県、薬剤

師会、他の保険者等と連携した取組を実施する。

<ジエネリック医薬品使用割合80%未満の支部への取組>

KP1未達成の支部において、使用割合への影響が大きい

医療機関・薬局に対する働きかけや、薬局の属注を踏まえた

アプローチ、ターゲットを絞った加入者への広報等の各種取組

を効果的に実施できるよう、本部・支部が連携して取り組む。

作成し、薬剤師会等と連携のうえ、薬局を通じて協会

加入者に配布する。

<その他の取組>

・ジ1ネリック医薬品の安全性の確保に関する業界団体等の

取組が着実に前進していることやジエネリック医薬品の供給状

況を確認しっつ、使用促進に向けて、医療保険制度や診療

報酬上の課題等について、国の審議会等において積極的に

意見発信する。

【重要度:高】

「経済財政運営と改革の基本方針 2021」において定められた目標

である、「2023年度末までに後発医薬品の数量シエアを、すべての都

道府県で 80%以上」の達成に寄与するものであることから、重要度が

<加入者等へのアプローチ>

・ジエネリック医薬品軽減額通知サービスの効果がさらに着

実なものになるように、広報や情報提供等を行う。

・支部の特徴や傾向を踏まえ、若年層の使用割合向上に

向けて、若年層の親世代の被保険者や被扶養者忙対

し、ジエネリック医薬品の周知や切り替え、選択を促す広

報を行う。

・マスメディアやSNS、公共交通機関を活用し、ジエネ小"

医薬品の特長を広く訴え、ニーズを喚起する、

・保険者協議会を通じて他保険者と情報を共有し、山梨

県、市町村、関係団体との連携による広報を実施し、

山梨県全体の使用促進を図る。

・研修会での広報物配布、施設での広報物備付け、公用

車へのPR用マグネットシール貼付等、あらゆる場を広

報活動に活用する。

【困難度:高】

新型コロナウイルス感染症の収束が見通せない中、ジエネリック医薬

作成し、薬剤師会と連携のうえ、薬局を通じて協会加

入者に配布する。

<その他の取組>

ジヱネリック医薬品の安全性の確保にっいて、業界団体

等の動向に注意し、本部からの情ま尉是供や指示に基づ

き適切な広報に努める。

<加入者等へのアプローチ>

・ジェネリック医薬品軽減額通知サービスの効果がさらに着

実なものになるように、広報や情報提供等を行う。

・支部の特徴や傾向を踏まえ、若年層の使用割合向上に

向けて、若年層の親世代の被保険者や被扶養者に対

し、ジエネリック医薬品の周知や切り替え、選択を促す広

報を行う。

・マスメディアや SNS、公共交通機関を活用し、ジエネリック

医薬品の特長を広く訴え、ニーズを喚起する。

・保険者協議会を通じて他保険者と情報を共有し、山梨

県、市町村、関係団体との連携による広報を実施し、

山梨県全体の使用促進を図る。

・モ刑彦会での広報物配布、施設での広報物備付け、公用

車へのPR用マグネットシール貼付等、あらゆる場を広

報活動化活用する。
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【重要度:高】

「経済財政運営と改革の基本方針 2021」において定められた目標

である、「2023年度末までに後発医薬品の数量シエアを、すべての都

道府県で 8伊血以上」の達成に寄与するものであることから、重要度が

【困難度:高】

新型コロナウイルス感染症の収束が見通せない中、ジエネリック医薬

<その他の取組>

・ジエネリック医薬品の安全性の確保にっいτ、業界団体

の動向に注意し、本部からの情報提供や指示{こ基づき

適切な広報に努める。

【重要度:高】

「経済財政運営と改革の基本方針 2021」において定められた目

標である、「2023年度末までに後発医薬品の数量シエアを、すべて

の都道府県で 8伊血以上」の達成に寄与するものであることから、重

要度力衞い。、高W高



品の使用促進のための医療機関及び薬局への訪問・説明が困難にな

るなど予断を許さない状況である。また、一部のジエネリック医薬品の供

給不足が継続している。このように、コロナ禍や医薬品の供給不足な

ど、協会におけるジエネ1"ク医薬品の使用促進に向けた努力だけでは

対応できない事柄の影響を受けることとなるため、困難度力信い。

■ KPI:全支部でジエネリツク医薬品使用割合(※)80%
以上とする。ただし、前年度末時点でジエネリック医薬品使用

割合が80%以上の支部にっいては、年度末時点で対前年

度以上とする。

※医科、 DPC、歯科、調剤

④インセンティブ制度の着実な実施<1、Ⅱ、皿>

・令和3年度に結論を得た見直し後のインセンティブ制度に

ついて、着実に実施するとともに、加入者及び事業主にインセ

ンティブ制度の仕組みや意義を理解していただけるよう、周知

広報を行う。

品の使用促進のための医療機関及び薬局への訪問・説明が困難にな

るなど予断を許さない状況である。また、一部のジェネリック医薬品の供

給不足が継続している。このように、コロナ禍や医薬品の供給不足な

ど、協会におけるジェネリック医薬品の使用促進1こ向けた努力だけでは

対応できない事柄の影響を受けることとなるため、困難度が高い。

■ KPI 支部のジエネリツク医薬品の使用割合(※)を包
年度以上とする

※医科、 DPC、歯科、調剤

(4)インセンティブ制度の実施及び検証< 1・Ⅱ・Ⅲ>
・平"島3^度から令和3年度までの三剰西実績を踏まえ、

広報媒体を適宜更新するととも化、制度の仕組みや現

状、加入者等が実践すべき行動等を示すなど表記を見

直す。

・評価の低い指標にっいては、結果を分析し、戦略的な方

針を検討するなと目薪且を強化する。

・令和 3年度忙結論を得た見直し後のインセンティブ制度

にっいて、加入者及び事業主に仕組みや意義を理解し

ていただけるよう、引き続き周知広報を行う。

⑤支部で実施した好事例の全国展開<1、Ⅱ、Ⅲ>

・令和3年度に見直しを行った新たなパイロット事業の枠組

みの下で、次期保険者機能強化アクションプランにおける支

:支部のジエネリツク医薬品の使用割合(※沌並厘 KPI

年度以上とする

※医科、 DPC、歯科、調剤

(4)インセンティブ制度の実施及び検証< 1・1・皿>
・平成30年度から令和2年度までの評価実績を踏まえ、

広報媒体を適宜更新するとともに、制度の仕組みや現

状、加入者等が実践すべき行動等を示すなど表記を見

直す。

・評価の低い指標については、結果を分析し、戦略的な方

針を検討するなど取組を強化する。

・令和 3年度に結論を得た見直し後のインセンティブ制度

にっいて、加入者及び事業主に仕組みや意義を理解し

ていただけるよう、引き続き周知広報を行う。

【重要度:高】

協会のインセンティブ制度は、事業主及び加入者の行動変容を促

すことにより、加入者が自ら予防・健康づくりに取り組むことで健康度

の向上を図り、将来の医療費適正化にも資することを目的としたもの

であり、政府の「『ヨ本再興戦略ル娠丁 2015」や「未来投資戦略

2017」において実施すべきとされたものであり、重要度が高い。

25



部の特性等を踏まえた保健事業の充実・強化等に向け、令

和6年度に実施する事業の選定、計画策定等を行う。

・また、この保健事業の充実・強化等を見据え、支部保険

者機能強化予算を活用し、喫煙対策、メンタルヘルス等の

保健事業も推進する。

・パイロット事業の効果検証の結果、エビデンスが得られた事

業にっいては速やか化全国展開を行う。

(5)地域の医療提供体制等への働きかけや医療保険制度
に係る意見発信<Ⅱ・Ⅲ>

・加入者が効率的な医療を享受できるよう、山梨県国民

健康保険運営協議会、地域医療構想調整会議、国

民健康保険運営協議会、地域職域保健事業連携推

進協議会、後期高齢者医療懇話会等において意見発

信を行う。

⑥地域の医療提供体制等への働きかけや医療保険制度

に係る意見発信<Ⅱ、Ⅲ>

1)医療計画及び医療費適正化計画に係る意見発信

・現行の医療計画及び医療費適正化計画に基づく目賠且の

進捗状況を把握しっつ、両計画の着実な実施及び令和5

年度に行われる都道府県における次期計画の策定に向け

て、積極的に参画するとともに意見発信を行う。

ii)医療提供体制に係る意見発信

効率的・効果的な医療提供体制の構築に向けて、地域

医療構想調整会議や医療審議会等の場において、協会に

おける医療データの分析結果(医療費の地域差や患者の

流出入状況等)や国・都道府県等力ち提供された医療デー

タ等を活用するなど、エビデンスに基づく効果的な意見発信を

1テう。

iii)医療保険制度の持続可能性の確保等に向けた意見

医療保険部会や中央社会保険医療協議会、保険者協

議会等において、加入者の健康増進や医療保険制度の持

続可能性の確保、地域包括ケアの構築等に関する意見発

信を行う。

・また、持続可能な医療保険制度の構築伝向けて、国に対

して、関係団体とも連携しっつ、医療保険制度改革に係る

要請を行う。

・令和6年度診療報酬・介護報酬同時改定に向け、医療

(5)地域の医療提供体制等への働きかけや医療保険制度
1こ係る意見発信<Ⅱ・Ⅲ>

・効率的・効果的な医療提供体制の構築に向けて、山梨

県国民健康保険運営協議会、地域医療構想調整会

議、国民健康保険運営協議会、地域職域保健事業

連携推進協議会、後期高齢者医療懇話会等において

意見発信を行う。

・令和 5年度1こ行われる次期医療計画、医療費適正化

計画策定に向けて山梨県との関係性の構築、積極的

な意見発信を行う。

・保険者協議会や覚書を締結した市岡等ど窃働で、医療

データ等を分析し、県民の健康保持・増進に向けた取

組を行う。

・県民の健康増進のため、医師会、歯科医師会、薬剤師

会と連携協力し、効率的・効果的な事業を実施する。

・地域医療構想調整会議化おいて、医療保険者の立場

から健康・医療情報を「見えるイヒ」したデ【夕等を活用し

て意見発信を行う。

・その他、本部や厚生労働省等の検討や指示の状況を踏

まえて対応する。

不要不急の時間外受診や休日受診を控えるなどの

「上手な医療の力仂町方」や「力かりっけ医」の勧めにっ

いて、広¥融某体を通じて加入者等への働きかけを行う。

・保険者協議会や覚書を締結した市町等と↑窃働で、医療

データ等を分析し、県民の健康保持・増進に向けた取

組を行う。

・県民の健康増進のため、医師会、歯科医師会、薬剤師

会と連携協力し、効率的・効果的な事業を実施する。

・地域医療構想調整会議において、医療保険者の立場

から健康・医療情報を「見える化」したデータ等を活用し

て意見発信を行う。

・その他、本部や厚生労働省等の検討や指示の状況を踏

まえて対応する。

・不要不急の時間外受診や休日受診を控えるなどの

「上手な医療のかかり方」や仂功町つけ医」の勧めにつ

いて、広報媒体を通じて加入者等への働きかけを行う。
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保険部会や中央社会保険医療協議会等の場で、引き続き

積極的な意見発信を行う。

iv)上手な医療の力功町方に係る働きかけ

・地域医療を守る観点から、医療データの分析結果等を活

用しっつ、不要不急の時間外受診や休日受診を控えるなど

の「上手な医療のかかり方」化っいて、関係団体とも連携しっ

つ、加入者や事業主化対して効果的な働きかけを行う。

【重要度:高】

照雪斉財政運営と改革の基本方針2021」において、効率的な医療

提供体制の構築や一人当たり医療費の地域差半減に向けて、地域

医療構想のPDCAサイクルの強化や医療費適正化計画のあり方の見

直しを行う等の方針が示されており、国の施策に寄与する重要な事業

であることから、重要度か局い。

■ KPI:効率的,効果的な医療提供体制の構築に向け

て、地域医療構想調整会議や医療審議会等の場におい

て、医療データ等を活用した効果的な意見発信を、全支部

で実施する。

⑦調査研究の推進<1、Ⅱ、Ⅲ>

i)本部・支部による医療費等分析

・医療費適正化等に向けて、本部においては、支部ごとの

医療費の状況や健診結果等をまとめた基礎情報を作成する

とともに、令和 4年度に作成した医療費・健診データ等の分

析用マニユアルの改訂等により、支部が行う分析を支援する。

【重要度:高】

除碧斉財政運営と改革の基本方針2021」において、効率的な医療

提供体制の構築や一人当たり医療費の地域差半減に向けて、地域

医療構想のPDCAサイクルの強化や医療費適正化計画のあり方の見

偵しを行う等の方針が示されており、国の施策に寄与する重要な事業

であることから、重要度か局い。

支部においては、基礎情報等を活用して医療費や健診結果

の地域差化っいて、自支部の特徴や:果題を把握するためにデ

ータ分析を行う。

・協会が保有するレセプトデータ、健診データ等を活用して、

保険者協議会、地方自治体、国民健康保険団体連合会

等と連携した医療費や健診結果の地域差の要因分析を実

:効率的・効果的な医療提供体制の構築に向け厘 KPI

て、地域医療構想調整会議等の場において、医

療データ等を活用した効果的な意見発信を実施
する。

・レセプトデータ、健診データ等を活用して、保険者協議

会、県、市町村等と連携した医療費等の分析を行う。

(6)調査研究の推進<1、Ⅱ、Ⅲ>
①支部による医療費等分析

・基礎情報等を活用して医療費や健診結果の地域差に

ついて、自支部の特徴や課題を把握するためにデータ分

析を行う。

【重要度:高】

「経済財政運営と改革の基本方針 2021」において、効率的な

医療提供体制の構築や一人当たり医療費の地域差半減{こ向け

て、地域医療構想の PDCA サイクルの強化や医療費適正化計画

のあり方の見直しを行う等の方針が示されており、国の施策に寄与す

る重要な事業であることから、重要度が高い。

・レセプトデータ、健診データ等を活用して、保険者協議

会、県、市町村等と連携した医療費等の分析を行う。

■ KPI 効率的・効果的な医療提供体制の構築に向け

て、地域医療構想調整会議等の場において、医

療データ等を活用した効果的な意見発信を実施

する。

(6)調査研究の推進<1、Ⅱ、Ⅲ>
①支部による医療費等分析

・医療費の状況や健診結果等をまとめた基礎情報等を活

用して医療費等の地域差を中心C分析を行う。
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施する。

・医療費適正化に向けて、エビデンスに基づいた事業の実施

にっなげるため、外部有識者の知見等も活用して分析を実

施する。

ii)外部有識者を活用した調査研究等の実施

・現役世代の急減と高齢者人口のピークが同時に訪れる

2040年、さらにその先を見据えれぱ、協会の加入者をはじめ

とした国民の健康を守るとともに、医療保険制度の持続性の

確保も図らなけれぱならない。そのためには、効率的かっ質の

高い保健医療を実現することが不可欠であることから、中長

期的な視点に立ち、制度論を含めた医療費適正化等の施

策を検討することが必要である。このため、協会が所有してい

るレセプトデータ等を用いて、外部有識者を活用した調査研

究等を実施する。

・外部有識者の研究成果を踏まえ、国への政策提言や協

会が実施する取組の改善に係る具体的方策仂'イドライン

の策定等)について検討する。

iii)調査研究や分析成果を活用した取組の推進及び発信

・本部・支部における医療費等の分析成果やそこから得られ

た知見に基づく事業等の取組、効果的な健康づくり事業等

の成果を発表するため、調査研究フォーラムを開催し、調査

研究報告書を発行するとともに、各種学会での発表を通し

て、内外に広ぐ情報発信する。

・協会けんぽの加入者約4ρ00万人分のビッグデータを活
用した調査研究を推進するとともに、統計分析研修や本部と

・医療費適正化に向けた事業の実施にっなげるため、地

域差の要因等にっいて、外部有識者の知見等も活用

して分析を行う。

支部の連携強化等による人材育成を通して、協会における
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調査研究の質の底上げを図る。

【重要度:高】

調査研究事業を推進することにより得られるエピデンスに基づき、医療

費適正化や健康づくり等に取り組むこと=、協会の健全な財政運営を

確保するとともに、効果的・効率的に事業を実施する観点から重要度

カ{高い。

・医療費適正化に向けた事業の実施にっなげるため、地

域差の要因等について、外部有識者の知見等も活用

して分析を行う。

)

【重要度:高】

調査研究事業を推進することにより得られるエピデンスに基づき、

医療費適正化や健康づくり等に取り組むことは、協会の健全な財政

運営を確保するとともに、効果的・効率的に事業を実施する観点か

ら重要度か局い。



【困難度:高】

医療費や健診結果等のぜyグデータから加入者や地域の特徴を把握す

る忙は、統計に関する高度な知識が求められる。また、外部有識者の

研究提案の採択や研究成果を活用した方策の検討には、高度な医学

知識も要することから困難度が高い。

【困難度:高】

医療費や健診結果等のビッグデータから加入者や地域の特徴を把

握するには、統計に関する高度な知識が求められる。また、外部有識

者の研究提案の採択や研究成果を活用した方策の検討には、高度な

医学知識も要することから困難度が高い。
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(3)組織・運営体制関係

D 人事・組織に関する取組

①人事制度の適正な運用

・管理職を対象とした階層別研修等を通じて、管理職のマ

ネジメント能力の向上を図る。特に、管理職への入り国である

グループ長補佐化っいては、重点的に取り組む。

また、保険者機能の更な窃剣ヒ・発揮に向け、平成28年

令和5年度(本部案)

度から運用している現在の人事制度に関する様々な課題に

ついて、必要に応じその見直しを検討していく。

②新たな人員配置のあり方の検討

令和4年度に導入した新システムの安定稼働後の業務

量を支部ごとに調査し、保険者機能の更なる強化・発揮等

を踏まえた新たな人員配置のあり方を検討する。

③人事i馴西制度の適正な運用

・評価者研修などを通じて、評価者を中心として個人目標

の設定や評価結果のフィードパック{こよる人材育成の重要注

など、職員の人事評価制度に関する理解を深めるとともに、

評価結果を適正に処遇に反映させることにより、実績や能力

本位の人事を推進する。

④ OJTを中心とした人材育成

・ 0 ] Tを中心としっつ、効果的に研修を組み合わせること

で組織基盤の底上げを図る。

・広く協会職員のデータ分析能力を高めるため、スタッフと主

任を対象に、統計分析に関する基礎的な知識の習得や PC

スキルの向上を目的とした研修を実施する。

・採用2年目の職員を対象に、業務意欲の向上と実践力

30

3."盛哉・運営体制関係

(1)人事●島謝こ関する取組
①業務処理体制の検証

・業務処理体制の検証を行い、戦略的保険者機台捌こ係

る業務強化のための人員へのシフトを行う。

・各グループ化おいて管理者が適切に業務量・配分を把

握・管理し、特定の職員への偏重や不公平感の発生の

防止に努める。

令和5年度(支音の

の強化を目的とした研修を新たに実施する。

業務別研修として、保健師キャリア育成課程研修や経理

担当者研修等に加えて、第3期データヘルス計画の策定等

に関する研修を実施する。

・保険者機能の更なる発揮に向けた人材育成の具体的方

策について、引き続き検討する。

②人事評価制度の適正な運用

・個々の職員が組織目標の理解を深め、ぞの達成値必要

な個人目標を設定し、与えられた役割を遂行することで

組織目標の達成にっなげていく。

3,組織,運営体制関係

(1)人事゛且織に関する取組
①業務処理体制の検証

・業務処理体制の検証を行い、戦略的保険者機能に係

る業務強化のための人員へのシフトを行う。

・各グループにおいて管理者が適切に業務量・配分を把

握・管理し、特定の職員への偏重や不公平感の発生の

防止に努める。

③OJTを中心とした人材育成

・O J T (on the ]ob Training)を中心に据えるほ
か、各種研修等も効果的に組み合わせて「自ら育っ」職

員を育成する。

・支部の課題等を踏まえた支音陌刑彦を実施するとともに、

本部が開催する研修にも積極的に参加する方向で検

討し、職員の知識習得やスキルアップを図る。

令和4年度(支部)

②人事評価制度の適正な運用

・個々の職員が組織目標の理解を深め、その達成に必要

な個人目標を設定し、与えられた役割を遂行することで

組織目標の達成にっなけtいく。

③OJTを中心とした人材育成

・O J T (on the Job Trainlng)を中心、に据えるほ
か、各種研修等も効果的に組み合わせて「自ら育っ」職

員を育成する。

・支部の課題等を踏まえた支部研修を実施するとともに、

本部が開催する研修にも積極的に参加する方向で検

討し、職員の知識習得やスキルアップを図る。



⑤本部機能及び本部支部間の連携の強化

加入者の健康増進のための新たな取組の推進など、戦略

的保険者機能を更に強化していくため、本部機能の強化や

本部支部間の更なる連携の強化に向けた取組を着実に実

施する。

・都道府県単位保険料率が高い水準で推移している北海

令和5年度(本部案)

道、徳島、佐賀の3支部を対象に、保険料率上昇の抑制

が期待できる事業の実施に向けたPDCAサイクル(医療・健

診データ等を用いた医療費の地域聞格差の要因分析信果

題の洗い出し)等)にっいて、医療,公衆衛生・健康づくり

等に精通された外部有識者の助言を得ながら、今後の他支

部への横展開も視野化入れ、本部と3支部が連携し検討.

実施する。

【重要度:高】

医療・健診データ等を用いた医療費の地域闇格差の要因分析(課題

の洗い出し)等の実施1こより得られるエピデンスに基づき、都道府県単

位保険料率が高い水準で推移している北海道、徳島、佐賀の3支部

の保険料率上昇の抑制が期待できる事業に取り組むことは、協会の健
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全な財政運営を確保するとともに、効果的・効率的に事業を実施する

観点から重要度力信い。

【困難度:高1

医療費や健診結果等のビッグデータから加入者や地域の特徴を把握す

令和5年度(支部)

るには、統計に関する高度な知識が求められる。また、外部有識者の

助言を踏まえた医療・健診データ等を用いた医療費の地域間格差の要

因分析や事業企画等にあたっては、高度な医学知識も要することから

難易度力宿い。また、各支部においτは、これまでも地域の持生を踏ま

えた医療費適正化の取組を積極的に実施してきたが、とりわけ、北海

道、徳島、佐賀の3支部においては、保険料率か局い水準にとどまって

おり、保険料率上昇の抑制を図ることは困難度力鴇い。

⑥支部業績三判西の実施

・支部業績三剰而の評価項目や評価方法を必要に応じ見直

し、他支部との比較を通じて各支部の業績を向上させ、協会

令和4年度(支部)



全体の取組の底上げを図る。

Ⅱ)内部統制に関する取組

①内部統制の強化

・権限や体制の整備等により効率的な業務運営を行えるこ

と及び事故等が発生しない仕組みを構築することを目指し

て、内部統制基本方針に則り、りスクの洗い出し・分析・評

イ西対策の仕組みの導入等、内部統制の整備を着実に進め

る。

②りスク管理

・職員のりスク意識や危機管理能力を高め、有事の際に万

全に対応できるよう、個火盾報の取扱いやりスクマネジメント

等の研修を行うとともに、各種りスクを想定した訓練を実施す

る。

・令和5年1月の新システム構築にあたり見直しを行った業

令和5年度(本部案)

務継続計画書(BCP)など各種マニユアルにっいて、必

要な見直しの検討を行う。

・令和4年度化見直した事業継続計画書(BCP)にっ

いて、その実効性を確認するため訓練や研修(安否確認

等)を行う。

(2)内部統制に関する取組

③コンプライアンスの徹底

・法令等規律の遵守如ンプライアンス)にっいて、職員研

修等を通じてその周知・徹底を図る。

・年2回のヨンプライアンス委員会の定期開催に加え、必要

令和5年度(支音の

な都度、委員会を開催してコンプライアンスに係る取組みの検

討、審議等を行うことにより、ヨンプライアンスの更なる推進を

図

①りスク管理

・適切な運営を脅かす様々なりスクの点検や分析、りスク

管理能力の向上のための研修の実施、平時からの訓練

等を通じて、りスク管理体制を整備する。

.
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0

職員のコンプライアンス意識の向上を図ること及ぴ今後の

啓発活動に活かすことを目的とし、職員にアンケートを実施す

る。

・ eーラーニング等を活用した、全職員への意識啓発の実施

について検討する。

・外部相談窓口(ハラスメントオ所炎・内部通報)にっいて、

(2)内部統制に関する取組

②コンプライアンスの徹底

・コンプライアンス・個火情報保護にっいて、る刑虜等により法

令等規律の遵守を徹底する。

・ハラスメント相談員にっいて支部内周知を定期的に行

い、ハラスメントる刑虜等を通じて、より働きやすい職場環

境づくりに取り組む。

令和4年度(支音円

①りスク管理

・適切な運営を脅かす様々なりスクの点検や分析、りスク

管理能力の向上のための研修の実施、平時からの訓練

等を通じて、りスク管理体制を整備する。

②コンプライアンスの徹底

・コンプライアンス・個人情報保護にっいて、研修等により法

令等規律の遵守を徹底する。

・ハラスメント相談員について支部内周知を定期的に行

い、ハラスメントる刑怪等を通じて、より働きやすい職場環

境づくりに取り組む。



利用の活性化を図りっつ、運用の問題点等を適切に把握

し、その改善を図る。

Ⅲ)ぞの他の取組

①費用対効果を踏まえたコスト削減等

・調達における競争性を高めるため、一者応札案件の減少

に努める。

・入札案件化おいては、業者への声掛けの徹底、公告期間

や納期までの期間の十分な確保、複数者からの見積書の徴

取、仕様書の見直し等の取組を行うことで、多くの業者が参

加しやすい環境を整備する。

一者応札となった入札案件にっいては、入札説明害を取

得したが入札化参加しなかった業者に対するアンケート調査

等を実施し、次回の調達改善に繋げる。

また、少熔鄭適意契約の範囲内においても、可能な限りー

般競争入札又は見積競争公告休ームページ等で調達案

件を公示し広く見積書の提出を募る方法)を実施する。

令和5年度(本部案)

■ KPI:一般続争入札に占める一者応札案件の割合1こっ

いて、20%以下とする。

(3)その他の取組

①費用対効果を踏まえたヨスト削減等

・調達見込み額が100万円を超える案件は原則として

一般競争入札とし、随意契約が適当な案件は調達委

員会に置いて妥当陛の審査を行い、調達結果等をホー

ムページに公表する。

・業者への声掛けの徹底、十分な公告期間や履行期間

の設定や複数者からの見積書の徴取等の取組を行い、

多くの業者が参加しやすい環境を整備することで一者応

札案件の減少に努める。また、入札の際に入札説明書

を取得したが入札に参加しなかった業者への調査や、公

告後の業者への声掛けを行う。

・事業担当と財務担当の連携を密にし、適切な調達等を

イ丁つ。

②協会システムの安定運用

・協会の基盤的業務(保険証の発行、保険給付の支払い

等)が停止することがないよう、協会システムを安定稼働させ

る。

令和5年度(支部)

日々のシステム運用・保守業務にっいて、令和4年度に

導入した新システムの効果が最六限化得られるよう、品質を

保ちながら、システムの安定的な運用を実現する。

③制度改正等にかかる適切なシステム対応

・法律改正、制度改正及び外部機関化おけるシステムの変

更等に対し、システム対応を適切に実施する。
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■KPI:一般競争入札に占める一者応札案件の割

合にっいて20%以下とする。ただし、入札件数の見
込み件数力辺件以下の場合は一者応札件数を1件
以下とする。

(3)その他の取組

①費用対効果を踏まえたコスト削減等

・調達見込み額が100万円を超える案件は原則として

一般競争入札とし、随意契約が適当な案件は調達委

員会に置いて妥当陛の審査を行い、調達結果等をホー

ムページに公表する。

・業者への声掛けの徹底、十分な公告期間や履行期間

の設定や複数者からの見積害の徴取等の取組を行い、

多くの業者が参加しやすい環境を整備することで一者応

札案件の減少に努める。また、入札の際に入札説明書

を取得したが入札に参加しなかった業者への調責や、公

告後の業者への声掛けを行う。

・事業担当と財務担当の連携を密にし、適切な調達等を

イ丁つ。

令和4年度(支部)

皿KPI:一般競争入札に占める一者応札案件の割合化

ついて 20%以下とする。ただし、入札件数の見込

み件数が4 件以下の場合は一者応札件数を 1

件以下とする。



④中長期を見据えたシステム構想の実現

・令和5年1月にサービスインを迎えた次期業務システム稼

働後の更なる効率化や、国力ちの要請等を踏まえたシステム

の対応を検討する。

令和5年度(本部案)

機器更改等や新たな環境の変化に対応したシステムの構

築に着手する。

令和5年度(支音の 令和4年度(支音の
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